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〒450-8575　名古屋市中村区名駅四丁目9番8号　センチュリー豊田ビル 



　豊田通商は1948年に設立されて以来、グローバルな視野で世界各国に営業網を展開してきました。

現在、豊田通商グループは186の子会社、関連会社で構成されており、連携してトレーディングをはじめ製造、

加工、リテール、サービスなど、世界中でさまざまな事業を行っています。 

　豊田通商グループでは、企業理念を「人・社会・地球との共存・共栄をはかり、豊かで快適な地球社会づ

くりに貢献する総合企業を目指す」とし、世界の人々に喜んでいただけるオープンでフェアな企業活動に

努めています。経営にあたっては、お客さま、株主・投資家、従業員、地域社会など、すべてのステークホル

ダーにご満足いただける「付加価値の創造」を、基本方針としています。 

　また、当社は自らを新しい企業、「Value Integrator」と規定しています。国際化、高度情報化が加速す

る中で、当社が持つネットワークと国際協業のノウハウ、グループの総合力を大きな強みとして、従来の

商社の中核である仲介ビジネスにとどまらず、状況に応じてメーカーあるいは販社となって事業を立

ち上げる、新しい商社像を目指しています。 
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注）組織変更について 
2005年3月期より事業の種類別セグメントのうち「エネルギー・資材」を「エネ
ルギー・化学品」に、｢生活産業」を「生活産業・資材」にそれぞれ呼称変更して
おります。 
また、下半期（2004年10月）より従来「エネルギー･化学品」の区分に分類し
ていた自動車部品等の事業を「生活産業･資材」の区分に変更したことから、
2004年3月期と2005年3月期の単年度業績比較においては2005年3月期
の、2005年3月期と2006年3月期予想の単年度業績比較においては2006
年3月期の事業区分に合わせて数値を組替えております。（但しグラフを除く） 

見通しに関する注意事項 ： 
このアニュアルレポートには豊田通商の将来の収益計画・戦略・理念および業績見通
しなど歴史的事実でない「将来に関する見通し」が含まれています。これらは読者の
皆さまに当社の経営者の視点を提供することのみを目的として掲載しており、投資・
その他の判断にお役立ていただくことを目的としたものではありません。したがって、
読者の皆さまにおかれましては、これらの将来に関する見通しに全面的に依拠する
ことはお控えくださるようお願いいたします。 
また、当社は今後の新しい情報や将来の出来事あるいはその他の動向に基づいてこ
れら「将来に関する見通し」に関わる記載を更新する責任を負うものではありません。 
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事業領域としてのL.E .A .D .  
当社はトヨタグループの一員として、今後も自動車関連事業（Automobile）をコア事業として位置付けています。さらに、カーエレク
トロニクスでの実績を活用できる情報・電子事業（Digital）、廃車リサイクルのノウハウを展開する環境関連事業（Ecology）、世界中に
張り巡らされたネットワークを駆使した生活関連事業（Life & Living）、以上の3つを注力分野として経営資源を投下していきます。 

機能としてのL.E .A .D .  
新しい価値を生み出す（Added Value）ためには、商社としてのトレーディング機能だけではなく市場の開拓（Develop）や新しい
技術を発掘（Engineering）し、それらをつなぎ合わせていく（Linkage）機能が重要であると考えています。 

企業体質・文化としてのL.E .A .D .  
新しいビジネスには大胆な（Dynamic）発想や俊敏さ（Agile）、筋肉質で無駄のない（Lean）組織と財務体質、そして何よりも社員一
人ひとりの起業家精神（Entrepreneur）が不可欠であると考えています。 

倫理・法令遵守としてのL.E .A .D .  
情報開示（Disclosure）および経営の説明責任（Accountability）に対する透明性を高めるとともに、倫理観（Ethics）、法令遵守
（Legality）を重視した企業活動を行い、豊田通商グループ全体のコンプライアンス体制のさらなる強化に努めています。 

事業領域 

機能 

企業体質・文化 

倫理・法令遵守 

Life & Living（生活関連） 

Linkage（連鎖） 

Lean（筋肉質） 

Legality（法令遵守） 

Ecology（環境） 

Engineering（技術発掘） 

Entrepreneur（起業） 

Ethics（倫理観） 

Digital（情報・電子） 

Develop（開拓） 

Dynamic（ダイナミック） 

Disclosure（情報開示） 

Automobile（自動車） 

Added Value（価値創造） 

Agile（俊敏） 

Accountability（説明責任） 

L E A D

●L.E.A.D.

豊田通商の企業理念  

行 動 指 針  

人・社会・地球との共存共栄をはかり、 
豊かで快適な地球社会づくりに貢献する 
総合企業を目指す。 

1． 世界の人々に喜んでいただけるオープンでフェアな企業活動に努める。 

2． 良き企業市民として社会に貢献する。 

3． 創造性を発揮し、付加価値の提供に努める。 

4． 人間を尊重し、活性化された働きがいのある職場づくりに努める。 

2 0 1 0年ビジョン  

豊田通商はトヨタグループ唯一の商社として、そのチャレンジ精神と先取りの精神および現地･現物・現実に基づく行動を

DNAに持ち、豊かな社会作りに貢献することを使命としています。 

変化の激しい時代に企業理念を実践し、その使命を遂行するために、2010年に当社のあるべき姿を「Value Integrator」

と定めました。このValue Integratorを目指すために必要な要素として、経営資源を集中投下する4つの事業領域、

Value Integrator として必要な4つの能力（機能）、Value Integratorにふさわしい4つの企業体質・文化、Value 

Integratorを掲げる企業としての透明性を高めるための4つのコンプライアンス基準を、「L.E.A.D.」の4文字を頭文字

としたキーワードで表現し、全役職員の共通認識としています。 

企
業
理
念
・
行
動
指
針
・
2
0
1
0
年
ビ
ジ
ョ
ン
 

To y o t a  T s u s h o



財務ハイライト  

売上高  
2005年3月期の売上高は3兆3,158億円となり、当社として初めて3兆円を超えました。これは主に、当社のコア分野である自

動車関連分野において国内をはじめ米国、アジアなどの海外で生産が拡大したこと、また世界的に需給逼迫が続いた素材関連に

おいて市況上昇によるメリットを享受したことなどによるものです。また、ロシア向け輸出の減少などで単体の売上が減少した自

動車本部についても海外での小売販売が増加しました。 

 

営業利益  
2005年3月期の営業利益は前期を192億円上回る過去最高の563億円となりました。自動車生産の拡大および市況上昇のメ

リットを受けた金属本部が前期比58億円増となったほか、自動車関連メーカーの積極的な海外進出とそれに伴う部品物流の拡大、

カーエレクトロニクス市場の拡大などを受けて機械情報本部が前期比49億円増となりました。また、石炭価格の上昇による収益

改善を受けてエネルギー・化学品本部でも前期比50億円増となるなど、5つの商品本部すべてが前期を上回りました。 

 

当期純利益  
2005年3月期の当期純利益は375億円となり、前期を80％以上上回る増益となりました。これは営業利益が増加したことに

加え、当社の出資先である持分会社の業績が同じく自動車生産の拡大および販売台数の増加を受けて順調に推移したこと、有価

証券の売却などにより特別損益が改善したことなどが主な要因です。 

 

総資産  
売上高の拡大に伴って売上債権やたな卸資産が増加した結果、2005年3月末の総資産は前期を1,657億円上回る1兆1,983

億円となりました。一方で、総資産利益率は前期の2.1％から3.4％へと改善したほか、株主資本比率についても当期利益の大幅

な増加により18.3％から19.8％へ改善しています。これは、さらなる財務体質の強化を目指して当社が取り組んできた運転資

本の効率化や、より利益率の高い事業への資産配分の成果といえます。 

2
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豊田通商株式会社および連結子会社 
3月31日に終了した各会計年度 

当期業績： 
売上高  
営業総利益  
営業利益  
当期純利益  
 
会計年度末： 
総資産  
株主資本  
 
1株当たり情報： 
基本的当期純利益  
配当金  
 
 
営業総利益率   
株主資本利益率（ＲOE )  
株主資本比率   
総資産利益率（ＲOA )   
流動比率   
 
 
インタレスト・カバレッジ・レシオ  
ネットDER  

 
¥ 3,315,830 
175,683 
56,314 
37,521 

 
 

1,198,394 
237,132 

 
 

¥        132.98 
12.00 

 
 

5.3 
17.6 
19.8 
3.4 

115.1 
 
 

12.8 
1.3

 
¥ 2,787,793 
146,427 
37,020 
20,663 

 
 

1,032,602 
188,785 

 
 

¥         72.75 
8.00 
 
 

5.3 
11.9 
18.3 
2.1 

110.6 
 
 

8.9 
1.6

 
$ 30,876,534 
1,635,934 
524,397 
349,399 

 
 

11,159,270 
2,208,139 

 
 

$          1.24 
 0.11

2005 2004 2005
単位：千米ドル 

注)本誌に掲載した米ドルの金額は便宜上、2005年3月31日現在の為替レート、1ドル＝107.39円で換算しています。 

単位：百万円 

%

倍 

単位：円 単位：米ドル 
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売上高  

’01 ’02 ’03 ’04 ’05

’01 ’02 ’03 ’04 ’05 ’01 ’02 ’03 ’04 ’05

’01 ’02 ’03 ’04 ’05

’01 ’02 ’03 ’04 ’05 ’01 ’02 ’03 ’04 ’05

当期純利益  
1株当たり当期純利益 

総資産  
有利子負債  

株主資本  

事業別資産  

ネット有利子負債 
株主資本比率  ネットD E R

（百万円） 

（百万円） 

（百万円） 

（％） 

（百万円） （百万円） （円） 
3,500,000

3,000,000

2,500,000

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

0

1,200,000

1,000,000

800,000

600,000

400,000

200,000

0

（百万円） （倍） 
300,000

200,000

100,000

0

25

20

15

10

5

0

3.0

2.0

1.0

0

35,000

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

1,200,000

1,000,000

800,000

600,000

400,000

200,000

0

140.00

120.00

100.00

80.00

60.00

40.00

20.00

0

その他 

生活産業・資材 

エネルギー・化学品 

自動車 

機械情報 

金属 

2,157,239

147,905

340,015
324,559328,968

304,151
319,785

150,679 159,492

188,785

213,156

132,808

117,008

54,179

167,330

301,898

204,212

128,104

105,970

62,862

166,286

280,732

200,167

112,846

119,519

73,694

190,315

292,177

236,689

83,048

118,418

82,721

220,455

326,185

263,377

111,535

95,139

104,675

262,626

396,120

237,132

2,255,697

2,576,453
2,787,793

3,315,830

8,168

28.73

16.0 16.3
16.6

18.3

19.8

2.3
2.2

2.1

1.6 1.3

31.31

66.06
72.75

132.98

8,780

18,828
20,663

923,862

380,729 381,233 390,633 371,855 389,332

922,054
960,398

1,032,602

1,198,39437,521

’01 ’02 ’03 ’04 ’05

事業別営業利益 

（百万円） 

60,000

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

-5,000

2,192
5,309

1,768

6,192

11,939

(3,429)

5,796

3,999
2,777

8,816

8,656

(3,837)

7,256

3,546
2,497

9,482

11,814

(3,549)

11,103

1,151
3,033

12,624

12,258

(3,239)

13,621

4,550

5,407

17,582

18,138

(2,980)



2005年3月期の当社を取り巻く事業環境は、コア分野である

自動車関連事業を中心に国内外ともに順調に推移しました。これ

を地域別にみますと、国内（日本）では輸出増加を起点とした企業

収益の改善が設備投資の増加に繋がるなど、製造業を中心に着実

な景気回復が見られました。しかしながら、後半にかけては相次ぐ

台風上陸や地震など自然災害の発生等の影響から、景気の回復

度合いはやや緩やかになりました。このようななか、当社事業は製

造関連をはじめとするほぼすべての分野で業績を伸ばしました。 

 

米国では2004年初めに住宅減税が終了したことに加え、長期

金利の上昇や、エネルギー価格の高騰などによって個人消費に減

速が見られました。一方で、ハイブリッド技術をはじめとする環境

対応技術において競争優位を保つ日本の自動車メーカーが順調

に受注を伸ばしたことなどから、当社の金属事業やカーエレクト

ロニクスを含む部品事業が拡大しました。また、2004年末まで

の設備投資減税を背景として企業の旺盛な設備投資が続いたこ

とから、機械事業も好調に推移しました。 

アジア地域では、中国の金利引き締めなどによる投資抑制策の

影響が懸念されたものの、企業の根強い生産投資と力強い個人

消費、輸出の増加などによって景気は拡大基調を維持しました。

当社の事業についても日本の自動車メーカーの進出、生産が拡大

したことなどから金属や機械事業を中心に業績を伸ばしました。 

欧州においては、個人消費が比較的底固く推移し景気が緩やか

に回復するなか、日本の自動車メーカーが販売を伸ばしたほか、

積極的な生産拠点の拡充を行ったことから、当社事業も機械、部

品事業が拡大しました。また、エネルギー関連を中心にロシア経

済が好調を維持しており、当社のロシアにおける自動車販売も順

調に業績を伸ばしました。 

また、中国を筆頭にアジア地域で鉄鋼需要およびエネルギー需

要が急激に拡大し、世界的に資源価格が上昇したことも当社の金

属事業やエネルギー事業の業績を押し上げる要因となりました。 

 

以上の結果、2005年3月期の当社の業績は4期連続の過去最

高益となる563億円の連結営業利益、375億円の連結当期純利

益を達成しました。また、いずれも前期の実績を50％以上上回る

（営業利益52％、当期純利益82％）利益水準となり、当社の収益

力はこれまでよりも一段ステップアップしました。 

 

これら業績は、前社長である古川晶章（2005年6月に会長就任）

の指揮のもと「つくる、高める、提供する」をスローガンに国内外で

様々な機能を創造するとともに、これらの機能を束ねてバリュー

チェーンを構築することでさらに付加価値を高めてきた当社の取

り組みに対し、多くのお客さまから評価をいただいた結果といえます。 

今後は、新社長の清水順三がこれを引き継ぎ、新体制のもと、

2010年3月期を目標とする長期経営計画の実現に向けて、さら

なる収益力の向上と経営の効率化に努めてまいります。 

株主ならびにステークホルダーの皆さまへ 

20 0 5年 3月期の概況  

4

取締役会長　古川 晶章（左） 
取締役社長　清水 順三（右） 

To y o t a  T s u s h o



5豊田通商グループは、2000年に策定した2010年ビジョンの

もと5年先を目標とする長期経営計画を策定し、長期的な視点に

立った経営を進めるとともに、毎年これをローリング（実績の検証

と目標・計画の修正）して環境の変化に機敏に対応しています。 

この経営サイクルの中において、2005年3月期は、2010年

ビジョンの実現に向けた行程がちょうど半分を過ぎたことを意味

すると同時に、2000年に策定した当初長期経営計画の最終年度

にあたる一つの節目といえる年度でした。 

 

下のグラフは、2000年に策定した当社長期経営計画と、それ

に対する2005年3月期の実績、および計画初年度である2001

年3月期の実績を示したものです。 

当初計画において、当社は2005年3月期の目標を右のように

掲げていました。 

長期経営計画の進捗状況  

（億円） （％） 

'01.3月期 

'05.3月期の目標（計画）値 

当初目標 
（'00.3月策定） 

ローリング 
（'03.3月修正） 

ローリング 
（'04.3月修正） 

'05.3月期 
実績 

300

600

10.0

5.9

10.0

17.6

20.0

●  長 期経営計画の検証  

営業利益 

当期純利益 

237

81

330

390

190 200

410

563

375

220

ROE

１）コア分野の収益基盤強化と、注力分野の強化・育成 

２）不良資産、不採算事業の
スクラップ 

３）効率経営の推進（資金効
率の向上） 

※ＴＶＡ（Toyotsu Value Achievement）：使用資金に対す
る収益率を表わす当社の社内指標、税引後経常利益／
使用資金（運転資本＋固定資産） 

ＲＯＥ1 0 ％および
TVA※4.5％の実現 

これらの目標に対し、2005年
3月期の実績は、次の通りでした。 

・営業利益330億円（2001年3月期比 ＋39％）、
当期純利益190億円（同 ＋135％）の実現 

・全社営業利益に占める各本部別営業利益のバラ
ンス改善 

１） 

２）、３）ＲＯＥ17.6％、ＴＶＡ5.7％を達成。 

・すべての本部において当初目標を上回る業績を達成し、
営業利益563億円（当初目標比 ＋71％）、当期純利益
375億円（当初目標比 ＋97％）を達成。 

・2001年3月期の実績と比べて金属本部への依存度
が低下（44％ → 31％）し、金属、機械情報、自動車
本部のバランスは大きく改善。その一方で、エネルギー・
化学品、生活産業・資材本部の相対比率は低下。 
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（億円） 

'00 
3月期 

'01 
3月期 

'02 
3月期 

'03 
3月期 

'04 
3月期 

'05 
3月期 

200

300

100

400

●  国 内・海外別の投資実績  

国内 

海外 

190

77
90

26

53

58

45

232224

291

141 139

186

397

326

42

206

注）'01.3月期、'04.3月期実績はトーメン出資分除く数値 
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知
鋼
管
買
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央
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・積極的なM&Aと提携 

・グローバル展開の礎となるITインフラ構築 

国 内  

既存機能の強化・展開 
　（例：スチールセンター、物流センターなど） 

新機能の創造 
　（例:ブランキング加工、アルミ溶湯、工場内
　リサイクルなど） 

海 外  

海外を中心に機能強化への投資を推進 

当社は、2010年ビジョンの実現に向けた大きな経営サイクル

の中で一つの区切りとなる2005年3月期において、営業利益、

当期純利益ともに当初の目標を大きく上回る実績を上げましたが、

これら実績の実現にあたっては、当社を取り巻く事業環境の変化と、

それを機敏に捉えた経営計画の適切なローリング、およびそれら

に基づく当社の事業取り組みが大きく寄与しています。 

 
■事業環境の変化 
長期経営計画がスタートした2001年3月期から2005年3月

期までの5年間で、自動車関連を中心とするコア分野の事業環境

が大きく変化しました。当社の主要取引先であるトヨタ自動車を

はじめ自動車関連メーカーの海外進出および現地での生産が当

初の想定よりもはるかに早く、大きく進展したことに加え、アジア

を中心に立ち上がったIMV（Innovative International Multi-

purpose Vehicle）に代表されるように、海外での自動車生産が

これまでの国内（日本）主導の開発・生産、海外展開という形から、

多国・地域間での同時開発・生産・相互供給という形へと、ダイナ

ミックに変化しつつあります。 

一方、環境関連や情報･電子、生活産業といった注力分野では、

自動車リサイクル法の施行や自動車の高度情報化などコア分野と

繋がりのある分野が目に見えて進展しましたが、長い準備期間を

要する環境エネルギー分野や、競争が激しく技術の陳腐化が早い

インターネット分野、事業が多岐にわたる生活産業分野では、積極

的に新規事業に取り組んだものの、市場や技術の絞り込みの甘さ

などもあり、総じて試行錯誤の状態が続きました。 

 

■経営計画のローリング  
このような事業環境の推移を踏まえ、当社は経営計画のローリ

ングのなかで、コア分野と注力分野をバランス良く同じ時間軸の

中で拡大していくことを想定していた当初の計画を見直し、まず

は足下において経営資源をコア分野へと集中し、現在の収益基盤

をさらに強化することとしました。一方、注力分野については長期

的な視点に立った将来の成長を考えるうえで、新規事業を含む様々

な分野に分散した経営資源を一度集約してより高い成長性を見

込める分野へと集中することが重要と判断し、不採算事業のスク

ラップをはじめ、さらなる事業の絞込みに重点を置いた取り組み

に専念することとしました。 

 

■コア分野での取り組み  
自動車生産に関わる領域においては、国内で培った機械設備の

エンジニアリング機能や金属をはじめとする加工・物流機能を各地

域のニーズに合わせて海外へ展開するとともに、これまで国内で

自動車メーカーや部品メーカーといったお客さまが自社内で行っ

ていた製造の前段階にあたる工程についても、当社の新たな機能

として提案、創造することで、さらなる機能の拡充を実現してきま

した。具体的には、ブランキング加工事業やアルミの溶湯供給事業、

鉄屑加工事業、サブアッシー事業などがこれに当たります。また、

海外生産の拡大とともに需要が増大している部品などの物流にお

いてはＩＴを活用し、お客さまと一緒になってグローバル・サプライ

チェーン・マネジメントシステム（G-SCM）プロジェクトを立ち上げ、

仕組みそのものの変革を進めてきました。一方、自動車販売に関

長期経営計画の達成に向けたこれまでの取り組み 
 ～事業展開と機能の強化･創造～ 

To y o t a  T s u s h o
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●  長 期経営計画のローリング  

◆この5年間で撤退した主な事業 
・環境関連分野：汚泥の燃料化事業 
・情報･電子分野：電子宅配便事業、デジタル･コンテン
ツ企画･制作･配信事業 
・生活産業分野：アパレルおよび宝飾品関連子会社の
整理（㈱トロイ、㈱トマツ、㈱ウォッチマン）、一部の水産
品輸入･販売および食品加工事業、一部の不動産管
理事業 

事業環境の変化に対応して、 
経営資源の配分を見直し、 
長期経営計画をローリング 

わる領域では、今後、海外生産の進展とともに減少することが見込

まれる輸出事業から、海外でのディーラー販売事業へと経営資源

を大きくシフトし、Ｍ＆Ａを含めた積極的な拠点拡充に努めてきて

います。 

左ページのグラフは、長期経営計画を策定した2001年3月期

から2005年3月期までの5年間における当社の国内外への投資

実績を示したものです。G-SCMプロジェクトなどのＩＴ投資を含め、

海外での機能強化に向けた当社の積極的な取り組みが、ここにも

表れています。 
 
■注力分野での取り組み  
全社の事業ポートフォリオ検証・再構築プロジェクト（次ページ

参照）を進める中で、不採算事業はもとより、新規事業を含むすべ

ての事業を「当社の強みや機能が生かせるか」、「当社独自のビジ

ネスモデルを確立できるか」、「将来の成長性はどうか」、「投資（資

金）効率の高さはどうか」といった様々な視点から見直し、積極的

なスクラップを進めました。 

その一方で、コア分野と関わりの深い繊維事業（シートベルト、

エアバッグ など）やカーエレクトロニクス事業、長期的な成長が見

込める環境エネルギー事業や、海外での食品製造･加工事業など

については、一定の経営資源を配分して着実に実績を積み上げて

きています。 

以上の取り組み結果として、2005年3月期における当社の姿を、

ビジョン実現に向けた時間軸の中でイメージで示したものが下の

図です。自動車関連事業へ経営資源を集中し、海外での機能強化・

創造に取り組んだことにより、金属や機械、自動車販売といったコ

ア分野の事業が大きく拡大するとともに、コア分野とラップする注

力分野の事業についても当初の計画を上回る結果となりました。 

2000年～2001年 2002年～2005年 将来の姿（ビジョン） 

自動車 
関連 

生活 
関連 

生活 
関連 

環境 
関連 

環境 
関連 

情報・ 
電子 

情報・ 
電子 

自動車 
関連 

生活 
関連 

環境 
関連 

情報・ 
電子 

自動車 
関連 



資産効果（ヒト・モノ・カネ） 

利
益（
成
長
性
も
加
味
） 

全
社
平
均 

全社平均 全社平均 

全
社
平
均 

課題事業 本命事業 

要改革事業 機会事業 

課題事業 本命事業 

要改革事業 機会事業 

金　属 金　属 機械 
情報 

生活産業 

生活 
産業 

自動車 

機械 
情報 

エネルギー 
・化学品 

自動車 

エネルギー 
・化学品 

※円の大きさは使用資金の規模を表わす。 

事業の移管による
影響→エネルギー 
・化学品+生活産
業のトータルでは
プラス 
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計画 実績 

● 2004年3月期の事業ポートフォリオ ● 2005年3月期の事業ポートフォリオ 

・R O E： 

 

・R O A： 

・ネットDER： 

2001年3月期実績　5.9％　→ 

2005年3月期実績 17.6％ 

同　1.0％　→　同　3.4％ 

同　2.3倍　→　同　1.3倍 

※ROE=当期利益／期中平均株主資本、 
ROA=当期純利益／期中平均総資本、 

　ネットDER= （有利子負債－現金）／株主資本 

当社は長期経営計画において、事業展開および機能の強化･創

造とならぶ重要な柱としてマネジメント体制の強化を掲げ、様々

な取り組みを実行してきました。この5年間における当社の投下資

本に対する収益率（ROE、ROA）の向上、ネットDERの改善などに

よる財務安定性の向上は、これらの取り組みによるものです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■事業ポートフォリオ戦略 
幅広い商品分野で様々な事業を展開する当社のような事業形

態においては、経営資源を最大限に活用した収益基盤の強化が今

後の成長に向けたキーファクターとなります。このような観点から、

当社は2003年3月期より事業ポートフォリオ戦略を導入し、各事

業の特性を把握するとともに今後の方向性を明確にして、経営資

源の最適な配分に努めてきました。戦略の推進にあたっては、全

社共通のモノサシとして2000年に導入したＴＶＡを軸に、各事業

の競争力や市場の成長性、さらには商社における最大の経営資源

である人材の活用度など多角的な視点から検証を行い、事業の集

中と選択を進めています。 

これにより、2005年3月期における事業ポートフォリオ全体の

収益および資産効率は、2003年3月期のポートフォリオと比べ、

それぞれ30％以上向上しました。 

 

■財務戦略  
財務健全性を維持した安定的な成長をめざして「資金の効率化」

と「資産の内容に見合った調達」を柱とする財務戦略を推進して

きました。特に「資金の効率化」については、売掛債権の回収早期

化や在庫の削減など運転資本の効率化に努めた結果、運転資本

回転日数はこの5年間で10日以上改善しました。また、不稼動・

非効率固定資産の削減とあわせ、これらの活動から得られた資金

を再投資および有利子負債の圧縮に充当してきたことで、資本利

益率およびネットDERは大きく向上・改善しました。 

 

■リスクマネジメント  
財務戦略と同様、財務健全性を維持した安定的な成長を目指す

うえで、体力に見合った適切なリスク資産の保有とそれらの統合的・

継続的なマネジメントが必要不可欠であるとの認識から、「リスク

の全体管理」と「個別リスク管理の仕組みの構築」を基本方針に

掲げてリスクマネジメント体制の構築を進めてきました。2005

年3月期末までの取り組み結果として、財務系リスクについてはリ

スクの定量化による全体枠管理およびリスクリターン指標による

与信管理および事業投資管理を実施しているほか、非財務系リス

クについてはＣＳＲ委員会を設置し、主にコンプライアンスに関す

る取り組みについてグループ全体の強化を進めています。 

長期経営計画の達成に向けたこれまでの取り組み 

 ～マネジメント体制の強化～ 

To y o t a  T s u s h o
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長期経営計画を振返って  

「2010年ビジョン」を策定し現在の長期経営計画のベー

スを築かれた千輪社長（故人）の後を受け、2001年6月よ

り社長として長期経営計画を推進してきましたが、在任中

の4年間は当社にとって、国内中心のトレーディングビジネ

スから海外を中心とした機能ビジネスへと事業構造が大

きく転換する時期となりました。また、2000年の加商株式

会社との合併、株式会社トーメンとの資本・業務提携によ

って、これまでとはまったく異なる取引先や事業、企業文

化と接し、これを受け入れるなかで、互いの強みや特徴を

融合してシナジーの最大化を図っていくためには、これま

で以上にマネジメント体制の強化が求められた時期でも

ありました。 

しかしながら、このような大きな変革の時期であるからこそ、

当社はこれまでの歴史の中で築いてきた強みであり、

DNAとも呼べる「物づくりへの深いこだわり」と「徹底し

たお客さま志向」、「現地・現物・現実」に基づく地に足の

着いた事業に集中するとともに、ＴＰＳ（トヨタ生産方式）の

基本である「フロー経営」を着実に実行してきました。 

その結果、機能の強化・創造と企業・財務体質の強化

による収益力の向上という点において、当社は2000年に

思い描いていた5年後のあるべき姿以上のものを実現で

きたと確信しています。 

今後の豊田通商  

私は2005年6月24日をもって社長職を退き、会長に就

任いたしましたが、当社が2010年ビジョンの実現に向けた

さらなる成長を続けていくためには、引き続き自動車関連

事業を中心とするコア分野において機能の強化とグロー

バル展開を進め、現在の収益力をさらにもう一段引き上

げる必要があると考えています。さらに、2010年以降の当

社の成長を考えるとき、今後の5年間において非自動車

関連を中心とする注力分野で新たな収益の柱を作り上

げていくことも当社の重要な課題の一つであると認識し

ています。 

今後は、これらの課題解決に向けて清水新社長がリー

ダーシップを発揮していくことになります。トヨタ自動車に

おける長い海外事業経験に加え、当社において海外事業、

物流事業の担当役員として、当社で初めての取り組みとな

るサブアッシー事業のグローバル展開や、G-SCM（グロー

バル・サプライチェーン・マネジメント・システム）の構築を指

揮し、成功に導いてきた清水新社長は、必ずやこれらの

課題を克服し、当社をさらなる成長に導いてくれるものと

確信しています。また私自身も会長として引き続きこれを

積極的にサポートし、ステークホルダーの皆さまの期待に

応えられるよう努力を続けていく所存です。 

2005年6月24日 

取締役会長 

退任のごあいさつ  



2010年ビジョンの実現に向けた 
取り組みを開始して5年が経ちましたが、 
豊田通商の現状についてどのように 
見ていますか。 

現状 
10
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清水社長に聞く 

取締役社長　清水 順三 

豊田通商は、2010年ビジョンの実現に向けちょうど中間地点

となる2005年3月期を終え、新たに2010年3月期に営業利

益1,000億円、当期純利益600億円の達成を目標とする長期

経営計画を策定しました。当社はすでに2005年6月に就任し

た清水新社長のもと、この新たな目標達成に向けた取り組みを

スタートさせていますが、ここで改めて当社の現状と課題、今後

の事業展開や経営の方向性などについて、社長の清水順三よ

りご説明いたします。 

’01 ’02 ’03 ’04 ’05

（億円） 
600

500

400

300

200

100

0

-50

21
53
17

61

119

(34)

57

39
27

88

86

(38)

72

35

24

94

118

(35)

111

11
30

126

122

(32)

136

45

54

175

181

(29)

●  事 業本部別の営業利益推移  

まず、この5年間で当社の収益構造は2つの点において大きく

変化しています。一つは商品分野ごとの収益バランスが随分と良

くなっている点です。かつては主に国内の自動車産業向けに材料

供給を行う鉄鋼事業やアルミの再生塊取引において国内トップシェ

アを有する非鉄事業を中心とする金属本部が全体の営業利益の

半分近くを占め、外から見た業界内での位置付けも金属専門商社

というふうにとらえられることが多かったと思います。 

しかし、現在では、エンジニアリング機能や物流機能を強化して

きた機械情報本部、海外でのディーラー事業を積極的に進めてき

た自動車本部が急速に成長し、この間、同じく成長を続けた金属

本部と比べてもほぼ遜色ない収益規模となっています。そして二

つめは、収益の柱がトレーディング主体の単体から機能ビジネス主

体のグループ会社、その中でも特に海外のグループ会社へとシフ

トしてきている点です。例えば、営業利益における連単倍率は

2001年3月期の2.4倍から2005年3月期には3.4倍へと拡大

しました。これはつまり、かつて収益のほぼ半分を単体が稼ぎ出し

ていた状態から、今はグループ会社がその3分の2を稼ぎ出して

いる状態へと変化したということです。また、右のグラフにあるよ

うに2001年3月期には全体で収支トントンだった連結子会社の

持分損益が、2005年3月期までに海外を中心に急拡大している

ことが分かります。 

次に、社員の意識が随分と変わったように思います。当社はトヨ

タグループの一員ということもあり、他社と比べれば物づくりに深

く関わることを大切にしてきた商社と言えますが、それでもオフィ

スにいて電話一本で右から左へモノを流すというような仕事も当

たり前のようにありました。しかし現在は、「現場で自ら手と足を

動かして仕事をやらなければ付加価値の創造はない」という意識

へと変わっています。そういう意味で、いわゆるオフィスでネクタ

イを締めて仕事をする社員というのは、海外を中心にここ数年間

でかなり減ったと思います。加えて、事業ポートフォリオ戦略を推

進する以前は、事業投資に関するExitルール（撤退基準）がある

一方で、トレーディングビジネスについて全社共通のモノサシで見

直すということはほとんどありませんでしたが、今では「資金効率」

を常に念頭に置いてビジネスを考えるようになってきています。 

その他 

生活産業・ 
資材 

エネルギー・ 
化学品 

自動車 

機械情報 

金属 
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先程も少し触れましたが、当社の強みというのはコア分野であ

る自動車関連事業において、お客さまとともに「物づくり」に深く

関わるなかで、実際のモノの流れを現場で見てお客さまと一緒

になって考えながら、例えば金属加工やエンジニアリング機能と

いった目に見える機能を創り、さらにそれを継続的に改良・改善し

ていける点にあると考えています。「オペレーション力」というふ

うに表現してもいいかもしれません。 

もう少し具体的に言うと、これまでは剪断加工が中心であったス

チールセンターで新たにブランキング（精密塑性）加工の機能を付

加したり、北米で立上げて以降、お客さまから高い評価をいただい

ているアルミの溶湯供給や工場内で発生する鉄屑の回収・加工、タ

イヤとホイールの組付けなど、すべて現場のニーズをとらえて当社

自らが直接業務に携わり付加価値を提供しています。また、物流に

おいてもＩＴの活用はもちろんのこと、効率的な倉庫スペースの活用、

商品の破損を防ぐための梱包資材の企画・開発、詰め方の工夫まで、

すべてお客さまと一緒に自分たちで考えて改善を重ねています。 

これに加え、本部連結経営という商品別のタテ割りの組織を

ベースとしながらもコア・注力分野という横軸をしっかりと通す

ことで、各本部の機能が一連の流れ＝バリューチェーンとして繋

がっていることも当社の強みです。現在、商社のビジネスモデル

というのは、新たな事業を企画して様々なパートナーと協力しな

がら投資を行い、バリューチェーンを構築してその中から投資収

益を得るという形へと変化しています。 

しかし、そのバリューチェーンにおいて自らが現場に入って機

能を発揮し付加価値の向上にコミットしていくというスタイルは、

明らかに他商社とは異なる当社独自の強みと言えると思います。

これら強みの部分は海外を中心にこの数年間で積極的な投資を

行ってきており、さらに競争力を増してきています。そういう意味

でコア分野のお客さまからは、生産面に関わるオペレーションを

任せるうえで最も信頼できるパートナーの一人として位置付け

ていただけるレベルになってきたと感じています。 

他の商社にはない、豊田通商ならではの強みは 
何だとお考えですか？ 強み 

新
社
長
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
 

140社 

+8
+23

+97

+135

+235

151社 
167社 

176社 186社 

’01 
3月期 

’02 
3月期 

’03 
3月期 

’04 
3月期 

’05 
3月期 

（億円） （社） 
250

200

150

100

50

0

-50

200

160

120

80

40

0

-29

-20

30

27

-37

-18
27

51

-9
-2
33

75

-23
0

40

118

0
0

52

184

●  子 会社持分損益実績  

海外 

連結会社数 

国内 



「コア分野である自動車関連事業の強化・拡大」と「コア分野で

培った機能や強みを活用した注力分野の成長」という基本方針は

これまでと変わりませんが、ポイントは大きく3つあります。1つは、

コア分野の重点地域をこれまでの中国、欧州からＢＲＩＣＳ（ブラジル、

ロシア、インド、中国、南アフリカ）諸国へと広げて、当社がこれま

で構築した機能・事業のグローバル展開を一気に進めていきます。

2つ目は、ＩＴＳ関連をはじめとする情報・電子分野、燃料電池や

DME（ジメチルエーテル）といった環境エネルギー分野など、コ

ア分野と深く関わる注力分野の事業について、他社との積極的な

アライアンスも視野に入れて拡大していきます。3つ目は、グロー

バルな戦略立案・実行・チェックを迅速かつ高精度で行うべく、国

内外で決算期の統一を図るとともに、業績に対する責任体制をよ

り明確化するなど本部連結経営をさらに強化していきます。 

定量目標については、右図の通りです。 

新長期経営計画の基本方針および 
定量目標について教えてください。 経営計画 

12

To y o t a  T s u s h o

’04 
3月期実績 

’05 
3月期実績 

’06 
3月期予想 

’10 
3月期計画 

（億円） （%） 
1,000

500

0

20

10

0

370

11.9%

2.1%
3.4% 3.2%

17.6%

15.3%

13.8%

3.6%

206

563

375

660

1,000

390

600

●  長 期経営計画の概要  

営業利益 

当期純利益 

ROE 

ROA

大きく分けて短期的な課題と中長期的な課題の2つあると思っ

ています。まず短期的な課題として、現在の当社の成長ドライ

バーとなっている自動車生産のグローバル化は今後もしばらくの

間にさらに急速に拡大することが予想されますが、これに対して

当社はその速度を上回るスピードで、先程述べたような機能を海

外へ展開していく必要があります。そのためには引き続き積極的

な投資を行うと同時に、それぞれの現場において迅速かつ精度の

高い意思決定を行うための仕組み、即ちマネジメント体制の強化

に取り組んでいくことが重要です。また、理念やビジョン、仕事の

やり方といったいわゆるＤＮＡの部分も含めて当社の強みをしっ

かりと身に付けた人材を、国内はもちろんのこと海外でもしっかり

と育成していきたいと考えています。 

次に中長期的な課題ですが、こちらはある意味、現在の短期的

な課題解決・成長とは対照的な課題と言えると思います。ここ数年、

当社は自動車生産の急速なグローバル化に対応すべく経営資源

を自動車関連事業を中心とするコア分野へ集中してきましたが、

その結果として、当社収益の大部分も現在はコア分野に集中して

います。しかしながら、この先何十年というスパンで価値を創造し、

持続的な成長を続ける企業＝「バリュー・インテグレーター」とな

るためには、注力分野においても現在のコア分野と並ぶ収益の柱

を確立していかなければならないと思っています。これについて

は長期経営計画を策定した当初から課題として認識し、前社長の

古川会長が事業の絞込みを行うと同時に新エネルギー分野など

で一定の取り組みを進め、一部の事業では成果が出始めているこ

とから、これまでの取り組み内容を踏まえ、再度、注力分野の各事

業についてきちんとしたグランドデザインを描き、コア分野と同様

にしっかりと経営資源を配分して成長させていくことが私の役割

だと認識しています。 

現在の豊田通商の課題について 
教えてください。 課題 
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社会的責任への対応については、最重要課題の一つとしてとら

え、社長に就任して真っ先に社内に徹底を図っています。基本的

な考え方や方針については、当社が企業理念および行動指針とし

て掲げている基本理念を忠実に実行することが、そのままＣＳＲに

繋がると考えています。また、これまで企業倫理委員会およびリス

クマネジメント部を核として特にコンプライアンスに重点を置い

た取り組みを進めてきましたが、今年の5月にはこれをベースとし

て新たにＣＳＲ委員会を設置し、社内の各部署においてＣＳＲ重点

実施計画を策定させて審議を行っているほか、ＣＳＲに関わる社内

研修・教育内容も充実させるなど、仕組みの部分についてもきち

んとした形が整いつつあります。従って、今後は社員一人ひとりの

意識の向上と教育が重要だと考えています。特に社員の意識の

部分については、これまで問題が無いとされていた業界のルール

や慣習といったものもＣＳＲの観点から見直すとともに、「これま

でとは社会の評価基準が大きく変わった」ということを私が自ら

社内で徹底して訴えるようにしています。 

豊田通商の企業の社会的責任（ＣＳＲ）への 
対応については、どのようにお考えですか。 CSR

「当社にない機能・人材の活用」、「重複の少ない顧客基盤を生

かした事業拡大」、「相互の海外ネットワーク活用によるグローバ

ル展開の強化」の3つを主な目的として2000年に（株）トーメン

と資本・業務提携を開始して以降、相互にメリットがある案件を積

極的に進めてきています。例えば、海外におけるケミカルタンク

の共用や船会社との共同交渉など、物流面でのコスト削減に向け

た取り組みで一定の成果をあげているほか、介護関連、繊維関連

など当社の注力分野である生活産業分野における協業も進んで

います。 

また、金属事業や繊維機械事業、人材派遣事業や保険事業など

個別事業の統合によるシナジー効果も順調に拡大してきています。

一方、人材交流の面においても新規事業の創造をテーマに共同

で研修を開催しているほか、個別の事業統合の際に直面した様々

な課題や解決方法などについてもオフサイトミーティングを通じ

て両社内で情報共有が図られるなど、各層において活発な交流が

行われています。こういった実績を踏まえ、当社は現在、（株）トー

メンとの経営統合も視野に入れた提携関係の強化を推進しており、

今後さらにシナジー効果の最大化に向けた取り組みや議論を進

めていく考えです。 

（株）トーメンとの提携について、 
 今後の方向性を教えてください。 提携 

これまで安定的な配当の継続を第一の基本方針としてきまし

たが、今後も一定の内部留保による企業価値の極大化と健全な財

務体質の維持に努めながら、安定配当を続けていくという基本ス

タンスに変わりはありません。ただし、配当性向にも留意する必要

があると認識しており、2005年3月期の配当は、通期合計で4円

の増配の12円とさせていただき、次期においてもこれを継続し

たいと考えています。 

また、当社は現在、自動車生産の急速なグローバル化を背景と

してさらなる成長をめざす過程にあり、今後も海外を中心に積極

的な投資を行っていく計画を立てています。従って、株主の皆さ

まには1株当たりの利益成長と配当のバランスのなかで、期待に

お応えしたいと考えています。 

株主還元については、 
どのようにお考えですか。 株主還元 

新
社
長
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
 

2005年7月30日 

取締役社長　



14

◆豊田通商株式会社グループ環境方針 
１．よき企業市民として環境保全、省エネ、リサイクル等に
努め地球環境に配慮した事業活動を推進すると共に
環境汚染の予防に取り組む。 

２．取引先各社、関係会社と共に豊田通商グループが一
体となり、廃棄物の有効利用、資源保護等の環境関
連ビジネスを積極的に推進し、循環型経済社会の実
現に寄与する。 

３．事業活動にあたって環境関連法規、業界規準等 当
社が同意するその他の要求事項を遵守する。 

４．環境マネジメントシステムの構築により環境保全活動
を実施し、見直し、創造性を発揮する継続的改善を目
指す。 

５．環境教育を通じて、環境方針を全役職員に周知徹底
する事により環境に関する意識の向上を図る。 

急激に進む経済のグローバル化の中で、企業に期待されるＣＳ

Ｒの重要度が高まっています。豊田通商は、社会・地球の持続的発

展に対して、どう貢献すべきでしょうか。豊田通商は、ＣＳＲを特別

な取り組みではなく、企業経営のすべてを包括するものとして考

えています。 

つまり、世界のステークホルダーとの関係を念頭において、国

内外の法令遵守のもと、「事業機能の強化・環境保全・社会との共

存」を軸に、誠実な事業活動を行う。それこそが、豊田通商の貢献

の姿だと考えているのです。この考えをもとに、企業理念、ビジョ

ンを策定し、行動指針に従って、それらの実現を目指しています。 

 

 
■ステークホルダー 
豊田通商グループのステークホルダーは、事業の広がりに伴い

多様化しつつあります。このような状況のもと、あらゆるステーク

ホルダーと良好な関係を築いていくために、説明責任を全うし、透

明性を高めることに努めています。 

また、ステークホルダーの価値観が年々変化していますが、これ

に対応するため、豊田通商グループではステークホルダーとの双

方向の対話を大切にしています。そして、ステークホルダーの意

見を経営にフィードバックすることにより、将来に亘ってステーク

ホルダーと相互に発展できるよう、改革を進めていきたいと考え

ています。 

 

■環境への取り組み  
豊田通商グループは、環境問題への取り組みが私達の存在と活

動に必須の要件であるという認識のもと環境方針を設定し、職員

一人ひとりが自主的かつ積極的に取り組むと同時に、それぞれが

連携・協力して行動することを基本としています。 

なかでも環境関連事業については、商社活動の中において持続

可能な社会づくりに最も貢献できる機会ととらえ、ビジョンおよび

長期経営計画の中で注力分野と位置付けて積極的な取り組みを

進めています。また、新規事業を含むすべての事業投融資につい

て、企画・立案の段階から当社独自のガイドラインに沿った環境へ

の影響分析を実施し、法令違反や環境破壊などの項目をチェック、

クリアすることが前提となっています。 

一方、マネジメントシステムについてもISO14001をベースに

国内外の豊田通商グループ全体で環境目標を設定するとともに、

各部署単位でも事業や業務の内容に応じた個別の目標を設定し、

その達成に努めています。また、環境に関する社員教育や内部監

査員の育成、国内外グループ会社間の情報共有などにも積極的に

取り組んでいます。このような取り組みの結果、2005年3月末時

点において豊田通商を含む国内32社、海外34社の計66社が

ISO14001認証を取得し環境マネジメント活動を実施しています。 

 

 

豊田通商グループのCSR活動 

To y o t a  T s u s h o

持続的 
成長 

価値の 
創造・提供 

オープンでフェアな 
取引・競争 

環境経営 
の推進 

環境負荷 
の軽減 

社会貢献活動 
の推進 

国際社会 
との協調 

政治・行政との 
適切な関係 

人材の登用・ 
活性化 

働きやすい 
職場環境の実現 

共存共栄 
ディスクロージャーとパートナーシップ 

顧　客 
取引先 

株　主 
業　界 

市　場 

地域社会 

市民社会 

国際社会 

社　会 

従業員 
家　族 

人 

きょうの世代 
未来の世代 

地球環境 
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豊
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豊田通商の環境関連事業 

■リサイクル事業への取り組み 
● 使用済自動車の処理  
トヨタ自動車（株）などとともに設立した豊田メタル（株）および

豊通リサイクル（株）のグループ会社2社を核として、日本で使用

済自動車の総合リサイクル事業を行っています。豊田メタルでは

主に鉄やアルミなどの金属類の再資源化に取り組んでおり、創業

以来の廃車処理実績は500万台を超えました。一方、豊通リサイ

クルではＡＳＲ（Autom-

obile Shredder Resi-

due：自動車破砕残さ）

の適正処理・再資源化に

取り組むほか、処分時に

おいて破裂など思わぬ

事故原因となる可能性

のある未使用のエアバッ

グ・インフレータの回収

を行っています。 

 
● 廃棄物の再資源化  
メーカーの生産工場で発生するプレス屑などの鉄屑を回収し、

周辺環境に配慮した完全屋内型のヤードで加工・再資源化を行う

「グリーンメタル事業」を、北米や中国などグローバルに展開して

います。また、廃プラスチックや木屑などを固形燃料化し、化石燃

料の代替えとしてリサイクルするRPF（Recycled Plastic Fuel）

事業や、機械設備、金

属加工などで使用さ

れる潤滑油を再生す

る潤滑油再生事業な

ども行っています。 

 

 

■温暖化対策への取り組み 
● 温暖化ガス排出量の低減・削減 
地球温暖化ガスの排出量低減・削減に貢献する事業展開を行っ

ています。コージェネレーション設備※の設計・販売によって販売

先の温暖化ガス排出量削減に貢献しているほか、2005年2月に

発効した京都議定書で認められている排出権取引においても、単

に取引事業者として介在するのではなく、日本初の政府承認案件

となったブラジルでのCDMプロジェクトや、ロシア最大の電力会

社と組んで進めているＪＩプロジェクトなど、排出量削減に直接繋

がるプロジェクトに取り組んでいます。 

※発電の際に発生する廃熱を回収して冷暖房に利用するといった、エネル

ギー総合効率を高める設備 

 
●  アルミの溶湯供給 
1998年米国で開始し、その後2004年ポ－ランド、インドネシ

アをはじめ､中国（広州・長春）において再生アルミの溶湯事業を

開始しました。国内においても九州にて溶湯工場を起工しました。 

需要家の隣接地に建設した工場からアルミを溶かしたまま供給

することにより、再溶解

の必要がなく、コストダ

ウンと環境負荷低減に

繋げています。 
 

 

 

 

 

●  環境負荷低減型エネルギー 
2005年3月末時点において、日本国内6ヵ所で風力発電事業

を行っています。また、JFEホールディングスなどとともにDME（ジ

メチル・エーテル）の実証製造・用途開発に取り組んでいるほか、

昨年より産業技術総合開発機構（NEDO）による国家プロジェクト

の一つとして、北海道とともに菜種などの農産物を原料とするバ

イオディーゼル燃料の生産・実用化に関わる研究も開始しています。 
 
 
■環境保全商品への取り組み 
● 可視光応答型触媒  
（株）豊田中央研究所が開発した「可視光応答型光触媒」をライ

センス契約し、「V-CAT」のブランドで各分野で用途展開していま

す。除菌や消臭効果がある光触媒は通常、太陽光の紫外線によっ

て働きますが、「可視光応答型光触媒」は屋内でも働くのが特徴。

人体に無害な抗菌素材として防汚、抗菌・除菌、消臭・脱臭、空気洗

浄化など多様な用途展開が進められています。 

 

【主な使用例】家庭やオフィスなどで使うカーテンや壁紙・床材、ブラインド、

ユニフォ－ム、寝装品、メガネ、造花・内装など。 
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●風力発電でCO2発生を抑制 
愛･地球博に出展する、トヨタグループ館が消費する
電力によるCO2の発生をゼロに抑えるため、愛知県田原
町に風力発電会社「（株）ウインドテック田原」を設立し、
同館の消費電力相当分を発電し供給しています。 
 
●可視光応答型光触媒を使用した医療制服を提供 
豊田通商グループは、（株）豊田中央研究所が開発し

た可視光応答型光触媒「V-CAT」特殊加工を施した医
療スタッフ用制服を愛・地球博に提供しています。 
 
 

●ポリ乳酸を使用した巾木を提供 
豊田通商は、フクビ化学工業（株）と共同で、地球に

やさしい植物資源を原料とするポリ乳酸を使用した床仕
上げ材「ポリ乳酸ソフト巾木」を開発し、トヨタグループ
館に提供しています。 
 
●DSRC駐車管理システムを導入 
豊田通商は、愛･地球博西ターミナル身障者駐車場

内に、経済産業省、財団法人日本自動車研究所の「ITS
自動決済システム実証実験」としてETC車載器を活用
した駐車管理システムを日本で初めて導入しました。 

愛・地球博は、21世紀の人類が直面する地球規模の課題解決の方向性と人類

の生き方を発信し、新しい文化・文明の創造を目指しています。 

豊田通商は当社の理念・ビジョンと合致するこの愛･地球博の主旨に賛同し、ト

ヨタグループ16社と共同で「トヨタグループ館」を出展。地球社会・環境に貢献

できると考えるさまざまな活動を行っています。 

昨今、企業の社会的責任（CSR）が重要視されており、豊田通

商は、業績面の向上のみでなく、地球規模で、環境や地域への責

任を果たしていくことが、大切であると考えています。豊田通商

は｢良き企業市民として社会に貢献する｣ことを行動指針とし、地

域社会に直接関わりを持ちながらその課題解決へ向けて積極的

に参画し、人々に喜んでいただけるような活動を推進しています。

また、ボランティアなどへの社員の参加を促進し、人的貢献など「顔

の見える活動」への取り組みに努めていきます。 

 

 
■自然環境保護 
日本経団連自然保護基金への支援  
インドネシア東カリマンタン州のオランウータンの保護・調査、

中国内蒙古高原自然保護区の植林・保護など20数カ国にて行わ

れているプロジェクトへの基金に協力しています。 

 
｢こどもエコクラブ全国フェスティバルinみはま・はんだ｣
に協賛 
環境省が主催している｢こどもエコクラブ｣の活動を、豊田ケミ

カルエンジニアリング（株）とともに支援し、子どもたちへの環境

問題への啓発に努めました。 

 
 
 
 
 

■大学などでの講演による教育支援 
豊田通商が、商社として持つノウハウを学生に対して講義を行っ

ています。豊田通商の社員が、名古屋大学、名城大学などから要

請を受け、大学・大学院生に対して、風力発電についての講義を行

うなどの協力に努めました。 

 
■福祉 
「東海車椅子ツインバスケットボール第47回岐阜大会」 
への支援  
障害者スポーツの発展と、社会への完全参加を支援すべく、協

賛を行っています。 

本大会では、東海・北陸地方より11チーム、重度障害を抱える

選手103名が競技に参加、当社社員も活躍しました。 

 
■スポーツ・文化支援 
（株）名古屋グランパスエイトを応援  
名古屋を本拠地とするサッカーチーム「名古屋グランパスエイト」

に出資し、豊田通商チアリーダー部「Dimples」がホームゲーム

でのハーフタイムショーでダンスを披露するなど地元のスポーツ

振興を図っています。 
 
（財）名古屋フィルハーモニー交響楽団を支援  
地域における芸術文化の普及・活性化に貢献すべく、1979年

より協賛しています。 

地域社会への貢献 

To y o t a  T s u s h o

2005年日本国際博覧会（愛・地球博）を支援 
トヨタグループのテーマは、「21世紀の“モビリティの夢、楽しさ、感動”」 
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コーポレート・ガバナンスへの取り組み 

豊田通商グループでは、すべてのステークホルダーに満足いた

だける『付加価値の創造』を経営の基本方針にしています。この基

本方針を実現するためには、効率的で透明性のある経営、コンプラ

イアンスの徹底が重要であると考えます。これらを管理できる体

制を整え、着実に運営していきたいと考えています。 

 
 
■コーポレート･ガバナンス体制 
豊田通商は企業統治システムとして『監査役制度』を採用して

います。取締役の職務執行の監査については、株主総会で選任さ

れた監査役5名（常勤監査役2名、非常勤社外監査役3名）により

行っています。監査役会で毎年承認される監査方針と計画に基づ

き、コンプライアンスへの対応とリスク管理体制を中心とする、内

部統制状況を重点に監査を行います。また監査役は、会計監査人

の監査結果の妥当性についても監査しています。 

また、豊田通商の特徴としては、取締役を「全社経営に携わる取

締役」と「主に本部経営に携わる取締役」に分けることで、経営と

執行をある程度分離してスピーディーな意思決定につなげると共

に、経営と執行の接点を抑えていくというものです。また、全社に

跨る重点課題に対応するため、全社横断テーマ推進会議体を設

置し、全社一丸となって取り組む体制も整備しています。 
 
■内部統制システム 
豊田通商グループの内部監査については、社長直轄の独立した

組織として『監査部』を設置しています。豊田通商の内部監査規

定に沿い、毎年監査方針と計画を立案し、社長が承認します。これ

に基づき、豊田通商グループ会社の全拠点を対象に監査を行って

います。また内部監査とは別に、自主監査（Control Self-Assessment）

も国内の豊田通商グループで実施しています。今後はこの活動を

海外グループ会社にも展開していきたいと考えています。 

■コンプライアンス 
当社の行動指針に基づき、『倫理・法令遵守のL.E.A.D.』をキー

ワードとして対応しています。従業員には、当社の企業理念に基づ

く行動指針を明示した行動倫理ガイドを配布して、周知徹底を図っ

ています。また社外弁護士への相談窓口を設置して、自浄作用を促

進させ、問題の早期発見と早期対応がとれる体制を構築しています。 

 
■ディスクロージャー 
2003年に「ディスクロージャー規定」を制定し、効果的で一貫

性のある情報開示を組織的に展開するための活動方針、およびそ

の仕組みなどを定め、以下の３点の実現に向けて活動しています。 

（1）積極的かつ効果的な情報開示や説明責任を果すことにより、

ステークホルダーとの信頼関係を構築する。 

（2）情報開示における適時性と公平性を図ることで、当社の企業価

値を正しく反映した適正な株価の形成、社会的評価の形成を図る。 

（3）ステークホルダーとの双方向のコミュニケーションを通して、

ステークホルダーの声を経営にフィードバックし、企業価値の

向上に役立てる。 

株主総会 
選任・解任 

連携 

牽制・支援 

内部監査 

選任・解任 

選任・監督 

選任・解任 

報告 監査 

監査 

連携 

取締役・取締役会 

代表取締役 

各商品本部（国内外） 

グループ会社（国内外） 

監
査
部 

監
査
役
・
監
査
役
会 

会
計
監
査
人 

副社長会 

本部長会議 

投
融
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員
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長
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ス
ト
ッ
ク
オ
プ
シ
ョ
ン
委
員
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ロ
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強
化
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経
営
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源
配
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検
討
会
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ス
ク
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化
会
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地
球
環
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連
絡
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定
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易
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委
員
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全
衛
生
推
進
委
員
会 

会
計
監
査 

コーポレート･ 

ガバナンスの体制 

（2005年8月現在） 

コーポレート本部 

業務本部 

連携 

指揮・監督 

全社横断テーマ 
推進会議体 

CSR 
推進委員会 

豊
田
通
商
グ
ル
ー
プ
の
C
S
R
活
動
 

（　　　） 
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To y o t a  T s u s h o

取締役および監査役  

取
締
役
お
よ
び
監
査
役
 

役　職 
取 締 役 会 長  
取締役副会長 
取 締 役 社 長  
取締役副社長 
 
専 務 取 締 役  
 
 
常 務 取 締 役  
 
 
 
 
 
 
取 締 役  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
常 勤 監 査 役  
 
監 査 役  

主な担当業務  

 
 
 
社長補佐 
社長補佐 
自動車本部長 
生活産業・資材本部長 
エネルギー・化学品本部長 
金属本部長 
業務本部長 
コーポレート本部長 
機械情報本部長補佐、エネルギー・化学品本部長補佐 
機械情報本部長 
自動車本部長補佐、生活産業・資材本部長補佐 
金属本部長補佐 
豊田スチールセンター（株）社長 
自動車本部長補佐 
豊田通商（上海）有限公司、豊田通商（天津）有限公司、豊田通商（広州）有限公
司、豊田通商（大連）有限公司、豊田通商（香港）有限公司 董事長 
金属本部長補佐 
機械情報本部長補佐 
エネルギー・化学品本部長補佐 
Toyota Tsusho Europe S.A.、Toyota Tsusho U.K. Ltd. 副社長 
機械情報本部長補佐 
コーポレート本部長補佐 
生活産業・資材本部長補佐 
自動車本部長補佐 
業務本部長補佐 
Toyota Tsusho (Thailand)Co., Ltd. 社長 
金属本部長補佐 
機械情報本部長補佐 
機械情報本部長補佐 
 

氏　名 
古川  晶章 
金子 凱弘 
清水 順三 
豊原 洋治 
佐原 伸彦 
古 林 　 清  
　橋 克紀 
谷関 政廣 
広野 純弘 
高井 吉美 
浜名 祥三 
川合 浩一 
清水 良二 
大重 幸二 
木原 洋一 
藤本 真人 
高梨 建司 
山瀬 雅範 
 
山内 直登 
見上 敏直 
吉田  孝  
山本 久司 
岡部 浩之 
浅野 幹雄 
北村 徳治 
伊 藤 　 誠  
加留部 淳  
高 野 　 博  
白井 琢三 
磯野 央幸 
松平惣一郎 
山内 英嗣 
伊藤 徹郎 
栗岡 完爾 
上坂 凱勇 
石川 忠司 
 

前列（左より） 

取締役副会長 
取 締 役 会 長  
取 締 役 社 長  

後列（左より） 

取締役副社長 
取締役副社長 

 
金子  凱弘  
古川  晶章  
清水  順三  

 
豊原  洋治  
佐原  伸彦  
 



売上高：8,498億円 

営業利益：175億円 

従業員数：2,721名 

’01/3 

’02/3 

’03/3 

’04/3 

’05/3

●工作機械、産業機械、繊維機械 
●試験計測機器 
●環境設備 
●情報通信機器 
●電子装置、電子部品 
●コンピュータおよび周辺機器、各種ソフトウェア 
●車両用構成部品 
●フォークリフト 
●ITS機器 
　これらの販売・サービス など 

売上高：5,383億円 

営業利益：136億円 

従業員数：4,500名 

’01/3 

’02/3 

’03/3 

’04/3 

’05/3

●乗用車 
●商用車 
●軽四輪自動車 
●トラック・バス 
●車両部品 
　これらの販売・サービスなど 

売上高：3,168億円 

営業利益：45億円 

従業員数：856名 

’01/3 

’02/3 

’03/3 

’04/3 

’05/3

●石油製品、液化石油ガス 
●石炭 
●石油化学製品 
●油脂化学製品、合成樹脂、添加剤 
●天然ゴム、合成ゴム 
　これらの加工・製造・販売・サービスなど 

売上高：2,808億円 

営業利益：54億円 

従業員数：1,248名 

’01/3 

’02/3 

’03/3 

’04/3 

’05/3

●農産物、水畜産物、食品 
●マンション・商業ビル 
●建築・土木資材、住宅資材、家具 
●繊維製品、繊維資材、宝飾品 
●自動車用内装資材・部品 
●包装資材 
●紙・パルプ 
●損害保険・生命保険 
　これらの販売・サービスなど 
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売上高：13,209億円 

営業利益：181億円 

従業員数：2,137名 

’01/3 

’02/3 

’03/3 

’04/3 

’05/3

●普通鋼、特殊鋼 
●非鉄金属地金、貴金属地金 
●軽圧品、伸銅品 
●鉄屑、非鉄金属屑 
●合金鉄 
●使用済み自動車・廃触媒 
　これらの加工・製造・処理・販売など 

R e v i e w  o f  
O p e r a t i o n s事業ハイライト  

金 属 本 部  

機 械 情 報 本 部  

自 動 車 本 部  

エネルギー・化学品本部 

生活産業・資材本部 

● 2005年3月期の業績 ● ● 主な取扱品目 ● ● 売上高の推移 ● 

（億円） 

（億円） 

（億円） 

（億円） 

（億円） 

0 2,000 4,000 6,000

0 1,000 2,000 3,000 4,000

0 1,000 2,000 3,000

0 5,000 10,000 15,000

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000

2,859

3,275

2,432

3,854

9,077

8,851

9,493

10,492

13,209

4,828

5,505

6,607

8,498

3,029

4,804

4,997

5,383

3,042

3,278

3,517

3,168

2,732

2,658

2,220

2,808

注）組織変更について 
2005年3月期より事業の種類別セグメントのうち「エネルギー・資材」を「エネルギー・化学品」に、
｢生活産業」を「生活産業・資材」にそれぞれ呼称変更しております。 
また、下半期（2004年10月）より従来「エネルギー･化学品」の区分に分類していた自動車部品
等の事業を「生活産業･資材」の区分に変更したことから、2004年3月期と2005年3月期の単年
度業績比較においては2005年3月期の、2005年3月期と2006年3月期予想の単年度業績比
較においては2006年3月期の事業区分に合わせて数値を組替えております。（但しグラフを除く） 

事
業
ハ
イ
ラ
イ
ト
 



　鉄や非鉄金属を単なる素材としてではなく、独自の特性や機能を

持った商品としてとらえ、幅広い取扱商品群の中からニーズに応じた

最適な商品の提案を行っています。また、素材メーカーとユーザーを結

ぶ商品の流れの中で保管、加工、物流といった機能を発揮しながら、

新素材や加工技術の開発にも積極的に協力するなど、メーカーとユー

ザーが互いにＷＩＮ－ＷＩＮの関係となる事業展開を行っています。 

　例えば、鋼板事業においては日本で最大級の規模を有する豊田ス

チールセンター(株)をはじめ、9つの加工拠点を国内外で展開。海外

向けに鋼板をコンテナで輸送するＣＶＴ（コンテナ・バンニング・テク

ノロジー）を世界で初めて開発するなど、物流面においても効率的で

高品質のサービスを提供しています。非鉄金属事業においてはグロー

バルな資源ソースの開拓による安定供給および価格変動リスクの低

減を実現しているほか、最初に米国で立上げたアルミの溶湯供給事

業が現在では日本を含む6拠点に拡大しています。また、鉄鋼原料分

野で取り組んでいるユーザーの工場内で発生する鉄屑の回収・加工

や使用済み自動車のリサイクルなど、地球環境に配慮した事業展開

は産業界でも高く評価されています。 

　金属本部の売上高は、前期を

2,717億円（25.9％）上回る1兆

3,209億円となり、営業利益は前期

を58億円（48.0％）上回る181億

円となりました。 

　売上高の増加の要因としては、自

動車生産台数の増加に伴うもの、鉄

鋼、非鉄金属などの市況の上昇およ

び新規連結による影響（300億円）

などが挙げられます。営業利益の増

加は、売上高の伸長に伴う増加が大

きな要因です。 
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金属本部 
本部長 

広野 純弘 

● 国内外別取引の内訳 

金 属 本 部  

● 売上高と営業利益 

（億円） （億円） 

● 売上高の推移 ● 営業利益の推移 

To y o t a  T s u s h o

M e t a l s  D i v i s i o n

事 業 別 の 概 況  



■2005年3月期の概況 

国内および海外で自動車生産が拡大したことに加え、中国を

中心とするアジアの急激な鉄鋼需要増加を背景に金属市況が上

昇したことなどから、数量・価格の両面において業績は順調に推

移しました。主な事業取り組みとしては、鉄鋼分野で中国・広州

およびオーストラリアに新たな鋼板加工会社を設立したほか、中

国・天津、トルコでブランキング（塑性加工）事業を開始しました。

また需給が逼迫するなか、材料の共通化を提案して商品種類の

削減に努めるなど素材メーカーの安定供給とユーザーの効率的

な生産に貢献するコーディネーターとしての機能も発揮しました。

非鉄分野ではアルミ溶湯供給の拠点を中国で2ヵ所（長春・広州）

新設したほか、米国の第2工場とインドネシアでも工場建設を終

えて本格的な生産が始まりました。鉄鋼原料分野では日本で

2005年1月から施行された「自動車リサイクル法」に対応して

取引先企業と共にグループ会社内に「ASR（Automobi le  

Shredder Residue＝自動車破砕残さ）再資源化事業部」を

設置し運営を開始したほか、フランス、チェコにおいて工場内の

鉄屑回収・加工事業がスタートし、日本、南アフリカでも事業開始

に向けた準備を進めました。 

引き続き、海外での加工・物流事業およびリサイクル事業の強

化に向け積極的な投資を行い、拡大するグローバル生産への対

応に努めていきます。具体的には、トヨタグループ各社が2005

年に本格的な生産を開始する中国・広州においてブランキング

事業およびホイール向けのアルミ溶湯供給事業の展開を進める

ほか、既に生産が始まり台数が拡大してきている欧州やタイなど

で工場内の鉄屑回収・加工事業を展開していく計画です。これら

の取り組みによって、2006年3月期には売上高が前期比

1,234億円増となる14,444億円、営業利益が前期比43億円

増となる225億円を見込んでいます。 

■次期の見通し 

豊田通商の価値創造ビジネス例 

　当社の金属事業における最大の特徴は、国内外の製造・加
工関連会社とともに高精度・高品質のオペレーション機能を
発揮している点にあります。例えば国内の鋼板事業で中核的
な役割を果たしている豊田スチールセンター（株）では、サプ
ライヤー、ユーザーと互いに情報を共有し、各々の生産状況に

応じた効率的な加工・保管・物流を行っています。また非鉄金
属では、インゴット（塊）での納入が一般的なアルミ材料を溶
湯の状態で供給することで、エネルギーコストと環境負荷の
低減を両立する事業を北米などで展開しています。 
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自動車メーカー 

一次部品メーカー 

二次部品メーカー 

エンジンブロック 
ダイカスト 

自動車メーカー・部品メーカー 

高炉・自動車両業界に精通したスペシャリスト 

豊田通商方式によるアルミ溶湯供給 

製品（コイル） 

カスタマーとサプライヤーのニーズを同時に満たす加工・物流・保管機能 

豊田 
スチールセンター 豊田通商 高炉メーカー 

溶解炉設備 アルミ原料 

アルミくず 

溶湯・運搬 

サプライヤー 

カスタマー 

生産在庫 
EDI

受発注/ 
自動製造 
指示システム 

電子 
かんばん 



ユーザーのニーズに応じた製品を国内外から調達するだけでなく、

企画・提案や技術開発、品質管理、効率的な物流など、機械設備、情報・

電子、海外生産用自動車部品に関わる事業領域において様々な機能を

組み合わせてトータルにサポートしています。 

機械関連では、あらゆる産業の製造設備、物流設備、動力設備、合理

化設備、環境保全設備など幅広い商品群を取り扱うとともに、最適な設

備の組み合わせや工場内のレイアウトに関するコンサルティング、ユー

ザーの生産準備計画に則った最適な物流、さらには据付・立上・調整・保

全までの一貫したエンジニアリングサービスを提供しています。情報・

電子分野では、カーエレクトロニクス事業において車載特有の品質管

理や納期管理への対応はもとより、半導体、通信、情報処理分野の優れ

た技術の発掘および機器への応用を提案、情報通信事業においても北

米や中国、アジアに進出した日系企業の通信ネットワーク構築・サポー

トを行うシステム・インテグレート事業を積極的に展開しています。ま

た、海外での生産が急速に進む自動車メーカーのニーズに対応し、ＩＴと

ＬＴ（物流技術）を組み合わせた効率的かつ高品質な部品物流ネット

ワークをグローバルに展開しています。 

　機械情報本部の売上高は、前期を

1 ,891億円（28 .6％）上回る

8,498億円となり、営業利益は前期

を49億円（39.3％）上回る175億

円となりました。 

　売上高の増加の要因としては、海

外での自動車生産台数の増加に伴っ

て自動車部品の取り扱いが増加した

ほか、地球環境問題への意識の高ま

りによるハイブリッド車の販売好調を

受けてカーエレクトロニクス部品の

受注が着実に伸びました。また、機械

分野では主な取引先である自動車関

連メーカーの国内外での積極的な設

備投資を背景に高水準の受注が続き

ました。 
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機械情報本部 
本部長 

清水 良二 

● 国内外別取引の内訳 

機 械 情 報 本 部  

● 売上高と営業利益 

（億円） （億円） 

● 売上高の推移 ● 営業利益の推移 

To y o t a  T s u s h o

M a c h i n e r y  &  E l e c t r o n i c s  D i v i s i o n

事 業 別 の 概 況  



豊田通商の価値創造ビジネス例 

　当社は、国内部品メーカーが海外拠点での組立・生産向け
に輸出する部品を一軒ずつ回って集荷するミルクラン方式で
一括して集荷し、海外の同一地域向けにコンテナを使って集
約輸送しています。さらに現地の各拠点までの配送も当社が

請け負うことで、各部品メーカーにおける小ロット・多頻度納
入による納期短縮と在庫低減に貢献しているほか、スケール
メリットを生かした運送コストの低減や、各メーカーの貿易事
務工数の軽減を実現しています。 
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海外生産用部品の集約物流－Vendor to Vendor

日本 USA

A社 

B社 

C社 

D社 

E社 

F社 

G社 

H社 

●集約による太い物流（スケールメリット） 
●現地物流倉庫の活用（小ロット・多頻度納入） 
●総合物流システムの導入（短納期・安定供給） 

■2005年3月期の概況 
機械分野では取引先各企業の海外における生産準備・調達に

対応し、米国、タイ、ベトナムに続いて中国・天津でエンジニアリ

ング会社が稼動を開始、欧州でも取引先と合弁で保全業務の拠

点を立上げるなど、プロジェクトの一貫受注を獲得すべくトータ

ルエンジニアリング機能強化に取り組みました。 

情報・電子分野では、自動車の高度情報化・電子化の進展により

市場が拡大しているカーエレクトロニクス事業において、車載用電

子制御システムの基本ソフト開発を自動車メーカーが共同で行う

ための組織「ＪＡＳＰAＲ(Japan Automotive Software Platform 

and Architecture)」立ち上げに参画、さらには中国・北京において

外資系で初めてとなるカーナビゲーションの地図ソフト開発会社を

設立しました。またアジア地域においてシンガポール、タイのグルー

プ会社を中核としたネットワーク事業の拡大にも取り組みました。 

海外自動車生産用部品分野では多様化する海外取引に対応す

るため業務本部の物流プロジェクトチームとともにタイ、インドネ

シア他での調達物流の立上げを完了し、部品の相互補完を推進す

るため新しい一貫物流の仕組みであるサプライチェーンマネジメ

ントシステムを日米に続きアジア、南米などの8ヵ国に展開しました。 

　機械分野においては、グローバルなエンジニアリング体制の

実現に向けて、中国をはじめとするＢＲＩＣＳ諸国へも機能を展開

していきます。カーエレクトロニクス事業においては同事業に特

化した豊通エレクトロニクス（株）を核に、日本、北米、欧州、中国、

アジアの5極によるグローバルなデバイス供給体制の構築を進

めるとともに、アジアでの車載用ソフトウェアの開発にも取り組

んでいきます。また、G-SCMを活用した自動車部品の物流事業

についても、他の地域へと順次拡大していく計画です。これらの

取り組みによって、2006年3月期には売上高が前期比1,065

億円増となる9,564億円、営業利益が前期比25億円増となる

201億円を見込んでいます。 

■次期の見通し 



乗用車やトラックなど国内で生産されたトヨタグループの車両および

車両部品を120ヵ国余りに輸出しているほか、年々増加している海外

工場での生産車両についても第三国への輸出を行っています。豊田通

商の商品本部のなかでも最大の海外スタッフ数と拠点数を擁し、現地

の状況に精通したスペシャリストを揃えて、市場の動向やユーザーの

志向をはじめとするマーケット情報、さらには各国の経済事情やリスク

情報に至るまで敏感にキャッチして自動車関連メーカーの海外生産や

マーケティング戦略の立案・展開にフィードバックするなど、商社なら

ではの情報力を発揮しています。また、マーケットによっては自らマー

ケティング戦略の立案やディーラーの設置、販売時の金融サービス事業

を手掛けるなど、幅広い経験とノウハウを活かして様々な事業を展開し

ています。 

なかでも現在、特に注力しているのが海外における小売事業です。

日本の自動車メーカーが国内を中心とした開発・生産体制から最適地

でのグローバル開発・生産へと物づくりの体制そのものを大きく転換し

つつあるなかで、当社も輸出中心のビジネスから、より現地に根差した

“最強の小売事業”を目指してグローバル戦略のもと業態の転換を進

めています。 

　自動車本部の売上高は、前期を

385億円（7.7％）上回る5,383億

円となり、同じく営業利益は前期を

25億円（22.7％）上回る136億円

となりました。 

　売上高の増加の要因としては、ロ

シア、欧州、アフリカ地域において小

売事業が好調に推移したことが挙げ

られます。営業利益についても、海外

での小売事業の売上高伸長に伴う増

加が大きな要因です。 
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自動車本部 
本部長 

古林 清 

● 国内外別取引の内訳 

自 動 車 本 部  

● 売上高と営業利益 

（億円） （億円） 

● 売上高の推移 ● 営業利益の推移 

To y o t a  T s u s h o

A u t o m o t i v e  D i v i s i o n

事 業 別 の 概 況  



トンガ 
フィジー 

バヌアツ 

サモア 
A.サモア 

ソロモン 
パプアニューギニア 

ケニア 

メキシコ 

英国（2） 
フランス（3） 

ロシア（2） 

チェコ 
セルビア・モンテネグロ 

ハンガリー 

ジャマイカ 
トリニダード・トバゴ 

アンゴラ 
ブラジル 
ザンビア 
ジンバブエ 
マラウィ 

アルゼンチン 

スリランカ 
マレーシア 

ベトナム（2） 
カンボジア 

タイ 

韓国 
カザフスタン 

インド 
ミャンマー 

中国（11） 

ウガンダ 

（　）…販売会社数 

豊田通商の価値創造ビジネス例 

　当社では、世界各国にある自動車ディーラーを地域ごとに
面でとらえ、地域全体の最適化を考えた事業展開を行ってい
ます。アフリカ地域や南太平洋地域などで統括会社を設置し
て地域全体のマーケティング・販売戦略を立案しているほか、

昨年は英国・ロンドンでディーラー2社を買収。また中国でも
既存の6拠点に加え新たに5拠点を立ち上げるなど、点から面
の事業展開を図り、さらなる成長を目指しています。 
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点から面のディーラー展開 

■2005年3月期の概況 
輸出分野では、一部地域で海外生産車への移行が進展し日本

からの輸出が減少しましたが、アフリカ、中南米、パキスタンでト

ヨタ車の需要が好調に推移したことに加えて、ダイハツ車の輸出

事業についてもインドネシアなどで大きく販売を伸ばしたことか

ら、全体では前期を上回る輸出台数となりました。一方、海外で

の小売分野ではロシアおよびケニアをはじめとするアフリカの

既存店で販売が好調に推移し、全体で前期を1万台以上上回る

5万台余りを販売しました。また、重点地域である中国、欧州を

中心にディーラー展開を積極的に推進し、中国では前期に立ち上

げたディーラー5店舗が順調に営業をスタートしたほか、ロシアや

スロベニアなど欧州でも6店が新たに営業を開始。アジアにおい

ても、タイ、マレーシアで立ち上げたディーラーが、昨年よりアジア

を中心として生産が始まったＩＭＶの販売を開始し、順調に売上を

伸ばしました。さらに、ロシアにおけるディーラー経営のノウハウ

と経験を生かして同国で新たにヤマハ発動機（株）と合弁でディー

ラーを設立したほか、中国・天津では部品メーカーや電機メーカー

とともに自動車補修用部品の販売会社を立ち上げるなど、周辺

事業も含めた事業展開を進めました。 

質と量の両面において小売事業展開のスピードアップを図り、現

在の73拠点を90拠点以上に拡大する計画です。そのために、従来

業務の改善および効率化を推進するとともに、各地域のディーラー

が互いの情報やオペレーション上のベストプラクティスを共有して

シナジーが発揮できるような体制の構築を進めていきます。また、

ロシア、タイでスタートした中古車販売事業など周辺事業について

も積極的に取り組んでいきます。しかしながら、現地生産車へのシ

フトが進む中国向け輸出の減少を見込んでいることから、2006年

3月期は売上高が前期比234億円減の5,149億円、これに加えて

小売事業への先行投資費用が増加することから営業利益は前期比

24億円減の112億円を予想しています。 

■次期の見通し 



E n e r g y  &  C h e m i c a l s  D i v i s i o n

自動車産業をはじめとするさまざまな産業分野に対して、合成樹脂や

化学品などの生産材および石炭やガスといった基礎エネルギーを世界

各国から調達し、ニーズに合わせたベストミックスの状態で供給してい

ます。化学品分野では、バンパーやウェザーストリップなどの自動車用

部品、燃料電池車やハイブリッド車用の新たな構成部材、半導体用特殊

シリカ、プリント基板用特殊フィルムなどの電子材料にいたるまで、多種

多様な用途向けに高品質の化学品を提供しています。また、中国および

アジア各国で食品包装材料、自動車部品、携帯電話ケース製造会社、樹

脂コンパウンド事業会社へ参画するなど事業領域を広げる展開をして

います。エネルギー分野では、オーストラリアやインドネシアで石炭採掘

事業を展開するなど川上分野においてエネルギーの安定確保・供給に

努める一方で、ガソリン、灯油などの川下分野においても豊通エネルギー

(株)、豊通石油販売(株)らグループ会社と連携してサービスステーション

を展開しています。また、クリーンエネルギーとして期待される風力発電

事業を国内6ヵ所で展開、温室効果ガスの排出権取引やDME（ジメ

チルエーテル）／GTL（Gas to Liquid）分野にも積極的に取り組んで

います。 

　エネルギー・化学品本部の売上高

は、前期を234億円（8.0％）上回る

3,168億円となり、同じく営業利益

は前期を50億円（前期マイナスのた

め伸び率なし）上回る45億円となり

ました。 

　売上高の増加の要因としては、国

内外における自動車生産台数の増加

に伴って化学品、合成樹脂の取扱量

が拡大したほか、アジアを中心に急拡

大した石炭需要の増加および需給逼

迫による市況上昇がありました。営業

利益の増加は、売上高の増加に加え

て、豪州石炭事業の収益改善が大き

く貢献しています。 
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エネルギー・化学品本部 
本部長 

谷関 政廣 

● 国内外別取引の内訳 

事 業 別 の 概 況  

エ ネ ル ギ ー ・ 化 学 品 本 部  

● 売上高と営業利益 

（億円） （億円） 

● 売上高の推移 ● 営業利益の推移 

To y o t a  T s u s h o



豊田通商の価値創造ビジネス例 

　当社では顧客の海外生産を支援するため原材料の最適調達、
生産準備、加工・材料試作、現地での販売、在庫・物流機能など
の一貫した機能を提供しております。特に製造事業会社とし

ては樹脂コンパウンド事業では中国で2拠点、アジアで2拠点
すでに展開しており、今後も顧客のニーズに伴い積極的な展
開を目指します。 
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グローバル供給体制の確立 

豊田通商 

化学品メーカー 
カスタマー 

（OEM生産)

世界最適 
調達 

■2005年3月期の概況 
　化学品分野では、取引先企業の中国進出に対応し、中国の自

動車用樹脂部品製造会社や携帯電話のケース製造会社に資本

参加を行い、原料の安定供給から製造にいたるサプライチェーン

の確立に取り組んだほか、新たに家電製品の樹脂リサイクル事

業に参入するなど新規事業の創造にも積極的に取り組みました。 

　エネルギー分野では、石炭需給逼迫により市況が上昇する中で、

2000年より提携関係にある（株）トーメンから石炭商権の譲受

を行ったことなどにより取り扱いが増加しました。また船舶用を

中心とする燃料分野に関しても（株）トーメンと事業統合して新

会社を設立するなど、大幅な事業再編に取り組んだほか、国内で

展開するサービスステーション事業についても拠点の整理およ

び強化を進めるなど効率化を推進しました。風力発電事業にお

いては、2005年の「愛・地球博」（愛知万博）会場への電力供

給を含め新たに2ヵ所で運転を開始しました。 

　化学品分野では、材料評価やリサイクルまで含めた樹脂コン

パウンド事業のグローバル展開を目指し、中国に続いて北米、欧

州でも積極的な取り組みを推進していきます。エネルギー分野

では、サービスステーション事業において昭和シェル石油（株）と

提携し、さらなる強化を進めるとともに、タイでのＩＰＰ（独立発電

事業者）事業やオーストラリア、インドネシアなどでの石炭権益

確保に向けた取り組みを積極的に進めていきます。これらの取

り組みによって、2006年3月期は売上高こそ前期比52億円減

となる2,547億円を見込んでいるものの、営業利益は市況上昇

に伴う石炭事業の大幅な収益改善を受けて前期比56億円増と

なる87億円を見込んでいます。 

■次期の見通し 

製造 営業 物流 

生産準備から量産フォロー
までのスケジュール管理 

コンパウンド事業 
（調合・混練・着色） 

技術に精通した
スタッフによる
提案型の営業 

自社倉庫による
保管・物流 

危険物などの 
ケミカル物流 



個人の価値観や生活様式が多様化するなか、そこに求められるニー

ズを的確にとらえて人々の日々の暮らしに「満足」や「豊かさ」を提案

し、さまざまな商品をお届けすることが生活産業・資材本部の大きな使

命と考えています。自動車やアパレル産業向けの繊維資材・製品をはじ

め、農産物・水畜産物、住宅資材やマンション建設といった「衣・食・住」

に関わる分野では、例えば自動車向けの内装品において、新素材、新技

術の企画・提案はもとより、独自のデザインチームを有して意匠性を高

めるなど高付加価値商品の企画・開発から流通ネットワークを含めた販

売・納入まで総合サプライヤーとしての機能を発揮しているほか、エア

バッグについては材料調達から裁断、縫製に至るバリューチェーンを構

築しています。同じく食品、住宅関連の分野においても加工・製造の機

能や不動産の証券化など、さまざまな機能やノウハウを創造・活用して

付加価値の高い事業展開を進めています。 

また、当社独自の切り口として「安心」をキーワードに掲げ、車イス・

ベッドなどの介護機器の販売・レンタル事業や介護事業者向けのファク

タリングサービス事業といった介護関連事業をはじめ、国内有数の代理

店規模を有する保険分野において、自動車保険および各種保険の取り

扱い、保険のプランニングやカスタマイズ、ファイナンシャルプランニン

グを含めた幅広いコンサルティングサービスなどを手掛けています。 

　生活産業・資材本部の売上高は、前期

を4億円（0.2％）上回る2,808億円に

となり、同じく営業利益は前期を7億円

（16.5％）上回る54億円となりました。 

　売上高の増加の要因としては、取引

先企業の海外進出拡大を背景に繊維分

野でユニフォーム関連などの需要が増

加したほか、食品分野でBSE問題や鳥

インフルエンザの影響によって豚肉の

代替需要が増加したことから、宝飾品関

連の子会社を売却したことによる減少

をカバーしました。 

　営業利益の増加は、保険分野の拡販

に伴う保険代理手数料の増加および前

期に発生した貸倒引当損の影響などに

よるものです。　 
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生活産業・資材本部 
本部長 

● 国内外別取引の内訳 

生 活 産 業 ・ 資 材 本 部  

● 売上高と営業利益 

（億円） （億円） 

● 売上高の推移 ● 営業利益の推移 

To y o t a  T s u s h o

C o n s u m e r  P r o d u c t s ,  S e r v i c e s  &  
M a t e r i a l s  D i v i s i o n

事 業 別 の 概 況  



B to B

B to C

豊田通商の価値創造ビジネス例 

豊田通商グループ 

　生活産業・資材本部では「衣・食・住・安心」をキーワードに
幅広い事業を展開していますが、いずれも豊田通商グループ
が関わることによって、企画段階でのレベルアップ、機能の広
がり、行き届いたコンサルティング、きめ細かなサービス、高い

技術力、効率的な物流を提供できる体制を整えています。 
　また取引先も顧客も多種多様であるため、それぞれのニー
ズや対応の違いにも柔軟に対応しています。 

29

生
活
産
業
・
資
材
本
部
 

豊田通商ならではの付加価値を創造 

企　画 

最適調達 

コンサルティング 

サービス 

加　工 

物　流 

メーカー 

メーカー 

メーカー 

顧 客 

■2005年3月期の概況 
　繊維分野では、さらなる安全性の向上に向けて需要が拡大し

ているエアバッグ事業において中国でのエアバッグ袋体縫製事

業の強化を推進したほか、同じく中国で高級車向けの高品質

カーペット製造・販売を行う事業会社を合弁で設立しました。また、

（株）豊田中央研究所が開発した技術をもとに光触媒を活用し

た繊維製品の製造・販売を（株）トーメンなどと共同で開始、万国

博覧会の医療スタッフユニフォームにも採用されました。 

　食品分野では、現地企業などと組んで中国における食品加工・

製造機能の強化を推進しました。青島でゴマの加工事業を立ち

上げたほか、大連では惣菜の加工・冷凍事業、北京ではパンの製

造事業を立ち上げるなど、将来の中国市場での販売も視野に入

れた事業展開を行いました。 

　保険分野では、日本において自由化・規制緩和がさらに進むなかで、

団体保険契約の包括化を推進し取引先各企業の従業員および定年

退職者向け保険の拡販に取り組んだほか、保険事業のノウハウを海

外へも横展開すべくタイで保険ブローカーを買収、さらにリスクコン

トロール機能の強化を目的にシンガポールでキャプティブ保険会社

を設立するなど、国内外においてさらなる機能強化に努めました。 

　このほか、介護分野では介護機器レンタル事業の拡大に向け

てサービス拠点を新たに2ヵ所開設し、計7拠点のネットワーク

を構築。住宅分野ではマンション事業で培った不動産の証券化

スキームを商業施設にも活用して事業の幅を広げました。 

　食品分野では、冷凍加工や豆の選別といった加工・製造拠点

を引き続き中国やアジア各国で展開するとともに、自動車分野

で培った効率的な生産ノウハウを生かして競争力を高めていき

ます。保険事業においては1月の（株）トーメン保険事業との統

合で増した競争力を背景にさらに海外向けの事業展開を強化し

ていきます。また、これまで用品レンタルなど単独のビジネスモ

デルによる事業展開に留まっていた介護関連事業について、保

険やその他の関連商品と組み合わせて複合的なシニアライフサ

ポート事業として展開していく計画です。しかし一方で豚肉の需

要減少などを見込んでいることから、2006年3月期は売上高

が前期比123億円減となる3,254億円、営業利益は前期比5

億円減となる64億円を予想しています。 

■次期の見通し 



豊田通商の価値創造ビジネス例 

当社は、Value Integrator を目指し、全社経営・機能の観点から競

争力向上を図ることを目的に、専門機能に特化した２つのコーポレート

スタッフ部門を設置しています。 

一つは各事業本部の事業に対してグローバルなサポート機能を発揮

し、各本部の利益に直接貢献する業務本部。物流やＩＴといった各事業に

共通するインフラの構築を行うとともに、各商品本部を有機的に結び付

けてシナジーの最大化を図ることで企業価値の向上に貢献しています。

また、各事業本部の事業にまたがる大型プロジェクト案件においてコー

ディネーターとして中心的な役割を果たすほか、新規事業案件の発掘・育成

というインキュベーション機能や、テクノパーク事業、サブアッシー事業と

いった事業運営も手掛けるなど、様々な専門機能とノウハウを切り出し

て、外部市場でも評価される質の高い機能とサービスを提供しています。 

そしてもう一つは、グローバルな全社戦略の策定・推進を担うコーポ

レート本部。経営計画や財務戦略の策定はもとより経営のサポート役と

してリスクマネジメントや広報機能などによってガバナンスやコンプラ

イアンスを支える一方、「改革の推進役」として事業ポートフォリオの

検証・再構築や連結マネジメント体制の強化、さらには国際的な視野に

立った人材の育成・活用など、「目に見えない」企業価値の最大化に向

けた取り組みを実施しています。 

物流企画および物流インフラの構築・運営 
ITインフラ構築・サポート 
新規事業開発・運営 
海外プロジェクト企画・サポート 

30 コ ー ポ レ ー ト ス タ ッ フ 部 門  

● 業務本部の主な機能 

経営・財務戦略の策定 
法務・リスクマネジメント 
人事（人材育成）、広報･ＩＲ 

● コーポレート本部の主な機能 

「早く・安く・確実に」―基本を徹底的に追求する物流機能 

To y o t a  T s u s h o

C o r p o r a t e  S t a f f  D i v i s i o n

　物流の究極の目的は、お客さまに「早く・安く・確実に・安全に」
商品を届けるということです。当社は、この最も重要な目的を
果たすために、徹底した現場主義を貫き、
トヨタ生産方式に裏打ちされた高品質か
つ効率的なオペレーションを実現すると
ともに、出荷サイド・受入れサイド双方の
視点に立った「WIN-WIN」の物流体制を
構築しています。また、需要予測から受注、
梱包、配送状況に至るまでの膨大な種類
に及ぶ商品の流れを、ITを活用して情報

の流れに置き換えることで最適な物流計画の立案と迅速な進
捗管理をグローバル規模で実現しています。 
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業 務 本 部  
G l o b a l  S t r a t e g i c  I n t e g r a t i o n  D i v i s i o n

業務本部 
本部長 

高井 吉美 
2005年3月期は、自動車の海外生産拡大に伴って大幅に増大してきている多

国間の部品物流需要に対し、国内外の物流拠点の整備を進めました。国内ではグ

ループ会社である豊通物流（株）の主力となる拠点を新たな場所に移して、特に

部品輸出に関わる物流・梱包の工程を大幅に見直すなど強化を図りました。また

海外においては、従来の物流業務を根底から見直して一からつくり上げたグロー

バル・サプライチェーン・システム（G-SCM）のモデルとなるタイの物流拠点が、

グローバル戦略車ＩＭＶの生産立上げに合わせて本格的な稼動を開始しました。 

次期においても、ＩＭＶの生産が南アフリカ、ベネズエラなどで計画されている

ほか、中国・広州などでも現地生産に向けたプロジェクトが進んでいることから、

引き続き海外の物流拠点の整備に取り組んでいきます。また、現在インド、メキシ

コなどで展開しているテクノパーク事業の中国への展開や、北米、タイなどで展

開しているサブアッシー事業の南米への展開など、自動車生産に関わる分野を中

心に積極的な事業展開を進めます。 

コーポレート本部 
C o r p o r a t e  D i v i s i o n

コーポレート本部 
本部長 

浜名 祥三 
2005年3月期は、長期経営計画に基づいて取り組んでいるマネジメント体制

の強化のうち、事業ポートフォリオの検証・改革がすべての商品本部で完了したほ

か、リスクマネジメント体制の強化について連結ベースのリスクアセット計量が完

了し、四半期ごとにリスクアセットとリスクバッファーの全体バランスをチェックす

る体制を整えました。また、海外事業の拡大とともにグループ会社が年々増加し

ていることを踏まえ、全社基幹システムの構築・整備を進めると同時に、2006年

3月期からの決算期統一に取り組むなど、グローバルな連結管理・統制の精度アッ

プに努めました。 

次期においては、事業ポートフォリオ改革について半期毎に進捗のフォローを

進めるほか、リスクマネジメント体制についてもCSR委員会を核としたCSRリス

ク管理体制の構築を進めるとともに、事業ポートフォリオ改革へのリスク・リターン

指標の補完的導入などを進めていく計画です。 
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■グローバル マネージャーの育成 
 

現在、商社を取り巻く経営環境はグローバリゼーションやＩＴの

進展に加え、バイオやナノテクノロジーといった技術革新や、地球

環境問題を背景とする循環型経済社会への移行など、大きくかつ

急速に変化しています。当社のコア分野である自動車関連分野だ

けを見ても、海外での生産は年々加速しており、ビジネスの形態も

営業・貿易中心から事業経営中心へと変わってきています。この

ようななか、当社は絶えず自己変革を図り、機能のさらなる向上・

刷新を行うとともに海外での事業経営を担うことができるグロー

バル マネージャーの育成に全力をあげて取り組んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
■個々の成長を組織の力として最大限に引き出す 
 

豊田通商の基本的な価値観の一つに、当社が組織として存在し、

より大きな付加価値創造を実現していくためには、個人のパ

フォーマンス中心でなく複数の組織や人材が協力し合うことで、

より効率的・安定的に成果を創出できるという「全体最適重視」の

姿勢があります。こういった観点から、各個人のレベルアップと同

時に、組織としての全体最適の視点を持ち、チームとして情報共有・

行動できる人材の育成に努めています。早期に自立できるようビ

ジネスの基礎習得を目的とした「実務知識研修」はもとより、新規

事業の創造を目的とした社内ビジネススクール「V.I. INNOVA-

TION 21」、社内変革プランの策定・推進を通じて変革リーダー

を育成する「Business Leader Development Program」な

ど、個人の能力を引き出すと同時に、「オープンエントリー制度」

や「起業家支援制度」といった個人の活躍の場を広げる制度も充

実させています。 

人材育成への取り組み 

「経営トップを含む多数の役職員が発表を聞き、 
フィードバックを行う」 

「企画・提案型研修における提案・成果の発表」 

「外部講師の講義を参考に 
新規事業提案の精度アップを図っていく」 

◆グローバル マネージャー教育の概要 
・論理的思考と論理的コミュニケーション 
・プレゼンテーション・スキル 
・ネゴシエーション・スキル 
・異文化理解・適応スキル 
・経営知識・分析フレームワーク（マーケティング、財務、
事業分析） 
・戦略的思考（事業戦略） 
・事業計画 
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経営者による財政状態および経営成績に関する説明および分析 

 

2005年3月期の経済環境を振り返りますと、世界

経済は米国と中国が強力な牽引役となり主要国で概

ね高い成長を実現しました。中国が前年に引き続き9

％台の成長率を達成したのをはじめ、米国が4％台、Ａ

ＳＥＡＮ地域が6％近くに達しました。また、企業のリス

トラなどを背景に低迷が続いていたユーロ圏経済に

ついても昨年は2％近くの成長率を達成しました。し

かしながら、米国で2003年以降個人消費を押し上げ

る要因となっていた住宅減税が2004年初めの確定

申告に伴う税還付をもって終了したほか、長期金利が

上昇トレンドに転じたことや、中国をはじめとするアジ

アでのエネルギー需要増大を背景にエネルギー価格

が高騰したことなどから、後半にかけて個人消費に減

速が見られました。その一方で2004年末を期限とす

る設備投資減税を追い風に企業の設備投資は引き続

き高い伸びを示しました。 

また、中国では2004年年明けより先進国経済の復

調と中国経済の高成長期待を背景に、鉄鋼、セメント、

アルミなどの素材分野において投資額が前年比5割

増に迫るなど固定資産を中心に投資が大きく拡大しま

した。また、これを受けて中央政府が金利の引き締め

等による投資抑制策の強化へと動いたことから一時

は個人消費をはじめとする経済への影響が懸念され

ましたが、企業の根強い生産投資と輸出の拡大から来

る雇用環境の改善を背景に個人消費も力強さを維持

しました。その他のアジア諸国でも、先進国および中

国向けに輸出が拡大したことに加え、フィリピン、インド

ネシアで行われた大統領選が無事に終了するなど政

局が比較的安定的に推移したことから消費者および

企業心理も改善し、経済は総じて好調に推移しました。

また、2002年後半以降、高い失業率とユーロ高の影

響により内・外需ともに低迷が続いていたユーロ圏経

済についても、企業リストラの進展を背景に雇用環境

が改善し、設備投資も増加してきたことなどから、景気

は緩やかに回復しました。 

一方、日本経済は中国・アジア経済の好調を背景に

輸出拡大を起点とした企業収益の改善が設備投資の

増加や個人所得の増加に繋がるなど、製造業を中心に

着実な景気回復が見られました。特に高騰した素材価

格を円滑に製品価格に転嫁できた鉄鋼、非鉄金属等の

素材関連分野で大幅に収益が拡大したほか、設備投資

増加の恩恵を受けた一般機械、輸送用機械等の分野で

も業況が大きく改善しました。しかしながら、後半にか

けて豪雨や台風、地震などの自然災害が相次いで発生

し、運輸、飲食を含むサービス業等で業況の回復が鈍

化したことなどから、全体としてはやや緩やかな景気回

復となりました。 

 

 

 

このような環境のもと、豊田通商グループの当期の

売上高は3兆3,158億円となり、前期（2兆7,877億円）

を18.9％上回りました。また、売上高の内容を取引形

態別についてみますと、国内取引は、当社の金属本部の

取扱高伸長により前連結会計年度を1,393億円上回

りました。 

海外取引は、当社の金属および機械情報本部の取

扱高伸長に加え米国、アジア、欧州を中心とした現地

法人の取扱高伸長により、前連結会計年度を3,886

億円上回りました。 

以上の結果､売上高構成比は国内取引40.0％､海

外取引60.0％となりました。 

利益につきましては、営業利益が売上高の増加等に

より563億14百万円となり、前期(370億20百万円)

を192億94百万円(52.1％)上回りました。その結果、

税引後の純利益は、375億21百万円となり、前期

(206億63百万円)を168億58百万円(81.6％)上

回ることができました。 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりです。 

なお、当期より事業の種類別セグメントのうち、「エ

ネルギー・資材」を「エネルギー・化学品」に、「生活産

業」を「生活産業・資材」に、それぞれ呼称変更してお

ります。 

また、当下半期より従来「エネルギー・化学品」の区

分に属していた自動車部品等の事業は、「生活産業・

資材」とのシナジー実現を目的とする再編により所属

する区分を「生活産業・資材」に変更していることから、

前期のセグメント情報についても当期において用いた

事業区分の方法に組替えて表示しています。 

業績等の概要 

経済環境 

To y o t a  T s u s h o
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●  事 業別売上高  
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その他 

生活産業・資材 

エネルギー・化学品 

自動車 

機械情報 

金属 

（１）金属 

鉄鋼分野では海外自動車生産増に各国現地法人が

積極的に対応しました。また、中国を中心とするアジア

の急激な鉄鋼需要増加による未曾有の供給逼迫により

市況が上昇する中、取引先企業のニーズに対応し商品

種類の削減、量の確保等安定供給に努め、量・価格両面

で取扱高が伸長しました。鉄鋼原料分野では2005年

１月から施行された「自動車リサイクル法」に対応して、

取引先企業と共に関係会社内に設けた「ＡＳＲ（Automobile 

Shredder Residue＝自動車破砕残さ）再資源化事

業部」の運営を開始しました。非鉄金属分野では米国、

ポーランド、インドネシア、中国に引き続き国内では初

のアルミ溶湯会社を九州に設立し、アルミ溶湯事業の

展開をさらに進めました。これらの結果、売上高は前

期を2,717億円（25.9％）上回る1兆3,209億円と

なりました。営業利益につきましては181億38百万

円となりました。 

 

（２）機械情報 

機械分野では取引先各企業の海外拠点での現地生

産準備・調達に対応し、プロジェクトの一貫受注を獲得

すべくトータルエンジニアリング機能強化に取り組み

ました。情報・電子分野では、カーエレクトロニクス商

売においてハイブリッド車の普及、市場拡大に対応し

たこと等により取り扱いが伸長しました。またアジア

地域においてシンガポール・タイ現地法人を中核とし

たネットワーク事業の拡大にも取り組みました。海外

自動車生産用部品分野では多様化する海外取引に対

応するためタイ、インドネシアでの調達物流の立ち上

げを完了し、部品の相互補完を推進するため新しい一

貫物流の仕組みであるサプライチェーンマネジメント

システムを日米に続きアジア・南米等の8カ国に展開し

てまいりました。これらの結果、売上高は前期を

1,891億円(28.6％)上回る8,498億円となりました。

営業利益につきましては175億82百万円となりました。 

 

（３）自動車 

輸出分野では一部地域において海外生産車への移

行が進展し輸出の減少要因になりましたが、カリブ、ア

フリカ、中南米、パキスタンの市場で需要が好調であっ

たことにより完成車・ＣＫＤ輸出は全体で前期並の水準

を維持することができました。一方、海外小売分野では

ロシア、アフリカの既存店での販売が好調に推移しまし

た。さらに中国、アジア、欧州でも新たな拠点を増やし

拡販に注力しました。これらの結果、売上高は前期を

385億円(7.7％)上回る5,383億円となりました。営

業利益につきましては136億21百万円となりました。 

 

（４）エネルギー・化学品 

化学品分野では自動車生産台数が伸びたことにより

合成樹脂の取り扱いが伸長しました。また取引先企業

の中国進出に対応し中国の自動車用樹脂部品製造会

社や携帯電話のケース製造会社に資本参加を行い、原

料の安定供給から製造にいたるサプライチェーンの確

立に取り組みました。エネルギー分野では石炭需給逼

迫により市況が上昇する中で新規石炭商権の譲り受け

を行ったこと等により取り扱いが増加しました。また

コージェネレーション用燃料油の拡販およびサービス

ステーション事業の効率化にも注力しました。これら

の結果、売上高は前期を234億円（8.0％）上回る

3,168億円となりました。営業利益につきましては

45億50百万円となりました。 

 

（５）生活産業・資材 

繊維分野ではエアバッグおよびユニフォーム関連の

需要増加により取り扱いが好調に推移しました。食品

分野では豚肉の需要が増加し取り扱いが伸長しました。

保険分野では自由化・規制緩和の一層の進展の中で、

団体保険契約の包括化を推進し取引先各企業の従業

員および定年退職者向け保険の拡販に取り組みました。

介護分野では介護機器レンタル事業拡大のためサー

ビス拠点を既存の5拠点に加え新たに2ヵ所開設し合

計7拠点とし販売網の拡大に繋げました。しかし本部

全体としては、連結子会社であった（株）ウォッチマン

を売却したことにより、売上高は前期を4億円(0.2％)

上回る2,808億円にとどまりました。営業利益につき

ましては54億7百万円となりました。 

 



営業総利益 

● 営業総利益 
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●  営業利益  
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営業総利益は、前期比292億円（20.0％）増の

1,756億円となり、3年連続で2ケタ以上の伸び率と

なりました。 

セグメント別では、当社収益の8割以上を占める金属、

機械情報、自動車の中核3セグメントが前期に引き続い

て大幅な増益となりました。機械情報セグメントが前期

比119億円（28.7％）増の533億円、金属セグメント

が同112億円（34.8％）増の434億円、自動車セグメ

ントが同65億円（21.9％）増の362億円と、いずれも

前期を20％以上上回る好業績となりました。とりわけ

機械情報セグメントでは、主要取引先であるトヨタグ

ループをはじめ自動車産業で海外での生産拡大に向

けた設備投資が好調だったほか、海外現地での生産台

数も米国等で増加したことに加えて中国、アジアで新

車種の生産が立ち上がったことなどから、タイ、台湾等

においても生産用部品の取扱高が増加しました。また、

情報電子事業についても自動車の情報化進展に加え、

米国を中心にハイブリッドカーの受注が好調に推移し

たことなどからカーエレクトロニクス事業を中心に業

績は堅調に推移しました。金属セグメントについては、

国内外での自動車生産台数増加による取扱数量の拡

大に加え、中国の急速な経済成長を背景とする金属市

況の上昇により売上高で約1000億円の増収効果と

なるなど、数量、価格の両面でプラスとなりました。一方、

自動車セグメントでも輸出中心のビジネスから、より利

益率の高い海外での小売事業へと積極的な業態転換

を進めてきていることから売上高の伸び率（7.7％）を

大きく上回る伸び率となりました。このほか、エネルギー・

化学品セグメントでも石炭価格の上昇を背景に収益が

改善し、前期比15億円（9.3％）増の176億円となり

ました。しかしながら、生活産業・資材セグメントにおい

ては時計・宝飾品の小売販売事業を行う子会社を売却

したことなどから、食品事業で売上増があったものの

前期比12億円減となる231億円となりました。 

 

 

販売費および一般管理費は、前期比99億円（9.1％）

増の1,193億円となり、その結果、営業利益は前期比

192億円（52.1％）増となる563億円となりました。 

販売費および一般管理費増加の主な要因としては、

海外事業の拡大に伴う人員増加によって人件費が前

期比66億円（11.4％）増の645億円となったほか、

海外での機能強化を中心とした積極的な投資により

減価償却費が前期比31億円（69.1％）増の76億円

となりました。また、物流機能強化および連結マネジメ

ント体制強化を目的に整備を進めているＩＴインフラ導

入に伴うシステム構築支援会社へのフィーの支払をは

じめとする支払手数料も前期比31億円（7.4％）増と

なりましたが、前期にエネルギー・化学品本部で発生

したオーストラリアの石炭採掘子会社の減損処理（2006

年の国際会計基準導入にあたり前倒し処理を行った

もの）が無くなったことに伴って連結調整勘定償却額

が28億円減少したことから、トータルでは99億円の

増加に留まりました。 

以上の結果、営業利益は、売上高および営業総利益

が伸びた金属セグメントが前期比58億円（48.0％）

増の181億円、同じく機械情報セグメントが同49億

円（39.3％）増の175億円と大幅な増益となったほか、

収益構造の転換によって利益率の向上が顕著な自動

車セグメントでも前期比25億円（22.7％）増の136

億円となりました。また、市況の上昇による収益改善

に加えて前期に連結調整勘定の一括償却を行ったこ

とで膨らんでいた販売費および一般管理費が通常の

レベルに戻ったエネルギー・化学品セグメントも前期

比50億円増の45億円となりました。一方、子会社の

整理に伴って営業総利益が減少した生活産業・資材セ

グメントについても、保険事業の拡大に伴って手数料

収入が増加したことなどが寄与して営業利益は54億

円と前期比4億円（16.5％）増となったことから、結

果として、すべてのセグメントにおいて営業利益が増

加しました。 

販売費および一般管理費、営業利益 
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●  国 内外別売上高比率  
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●  当期純利益 
　1株当たり当期純利益 
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税金等調整前当期純利益は、営業利益の増加に加え

て当社の投資先であるロシアおよび東欧の自動車販売

代理店が好調に業績を伸ばしたことなどから持分投資

損益が前期比20億円の増加となったほか、ボーダフォ

ンの日本法人株式を英国親会社のＴＯＢに応じて売却

するなど投資有価証券売却益が23億円発生したこと

などから、前期を大幅に上回る218億85百万円（59.6

％）増の586億15百万円となりました。このほか、特

別損益の主な内容としては、投資有価証券の評価損が

前期比408百万円増の21億30百万円、役員報酬とし

ての意味合いが濃い役員退職慰労金について期間損

益の適正化を目的に支出時費用から引当計上に変更し

たことから過年度役員退職慰労引当繰入額12億2百

万円などがマイナス要因となりましたが、一方で、前期

に発生した土地の減損損失が前期比20億8百万円減

少し407百万円となるなど、特別損益トータルでは前

期比13億77百万円の改善となりました。 

以上の結果、税金等調整後の当期純利益は前期の

206億63百万円から168億58百万円（81.6％）増

加し375億21百万円となりました。 

１株当たり当期純利益は、前期の72.75円と比べて

60.23円増の132.98円となりました。 

また株主資本利益率は、5期連続の増益による内部

留保拡大で株主資本が厚くなったものの、17.6％と国

内の同業他社と比較してもトップクラスの水準となりま

した。 

 

 

 

日本： 

金属が取扱数量の増加と市況上昇の恩恵を受けた

ほか、機械設備、自動車部品等の輸出が堅調に推移し

たことにより、売上高は2兆3,532億円と前期（2兆

1,186億円）を11.1％上回りました。営業利益につ

いては、266億93百万円と前期（235億27百万円）

を13.5％上回りました。 

 

アジア・オセアニア： 

新車種（ＩＭＶ）の生産・販売が好調なタイで金属、自

動車部品の取扱が増加し、台湾でも中国での生産拡

大を背景に金属、機械の取扱が増加したことなどにより、

売上高は3,232億円と前期（2,087億円）を54.9％

上回りました。営業利益については、75億9百万円と

オーストラリア子会社の連結調整勘定一括償却があっ

た前期（11億46百万円）の5倍以上（5.6倍）となり

ました。 

 

北米： 

自動車生産台数の増加および子会社の新規連結に

伴って金属、自動車部品の取扱高が増加したほか金属

で市況上昇の恩恵を受けたことなどにより、売上高は

3,699億円と前期（2,538億円）を45.7％上回りま

した。営業利益については、105億69百万円と前期（47

億27百万円）を2倍以上（2.2倍）となりました。 

 

欧州： 

自動車生産台数の増加による自動車部品の取扱増

加および東欧向けの機械設備が受注を伸ばしたこと

に加えてロシアの自動車販売会社も好調を維持した

ことから、売上高は2,118億円と前期（1,691億円）

を25.3％上回りました。営業利益については、73億

46百万円と前期（44億59百万円）を64.7％上回り

ました。 

 

その他の地域： 

アフリカおよび中南米で自動車生産台数の増加に

より自動車部品の取扱が増加したほか、新車種（ＩＭＶ）

立上げに向けた機械設備の受注が好調だったことから、

売上高は575億円と前期（374億円）を53.6％上回

りました。営業利益については、41億92百万円と前

期（27億91百万円）を50.2％上回りました。 

当期純利益 

所在地別セグメントの業績 
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当期末の総資産は、前期比1,657億円（16.1％）

増の1兆1,983億円となりました。 

主な内容としては、事業拡大および市況の上昇に伴

う売上高の増加によって売上債権が前期4,585億円

から769億円（16.8％）増の5,354億円となりました。

また、たな卸資産についても事業拡大および市況の上

昇に加え、需給逼迫を背景に素材関連において材料確

保を優先したことなどから前期比359億円（21.2％）

増の2,051億円となりました。これらの結果、流動資

産全体としては8,624億円となり、前期の7,423億

円を1,201億円（16.2％）上回りました。 

また、投資その他の資産についても、事業の海外展

開拡大に伴う投資の増加およびトヨタグループの好調

な業績を背景とする持合株式の時価評価増などにより、

トータルで前期の1,754億円を366億円（20.9％）

上回る2,120億円となりました。 

一方、固定資産についても海外を中心に機能強化

を目的とした物流施設や金属加工設備等への投資お

よび土地取得などにより、有形固定資産が前期比55

億円（5.3％）増となる1,090億円となったほか、無

形固定資産についても、物流機能強化および連結マネ

ジメント体制の強化などを目的としたＩＴインフラ整備

への投資を引き続き行っていることからソフトウェア

を中心に前期比34億円（30.6％）増となる148億

円となりました。これらの結果、固定資産全体としては

3,359億円となり、前期の2,902億円を456億円（15.7

％）上回りました。 

当期末の負債の状況は、流動負債、固定負債ともに

増加したことにより、総負債は前期比1,144億円（13.7

％）増の9,489億円となりました。 

主な内容としては、流動資産のうち支払手形および

買掛金が売上高の増加に伴って前期3,563億円から

545億円（15.3％）増となる4,108億円となりました。

しかし一方で、資産内容に見合った負債構成および安

定的な資金調達という財務方針のもと将来の金利上

資産および負債・資本の状況 
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連結対象会社の状況 

2）主要連結対象会社　赤字会社　単位：億円（未満切り捨て） 

［国内連結子会社］ 

豊通エンジニアリング（株） 

（株）豊通シスコム 

 

［海外連結子会社］ 

Toyota Tsusho America, Inc. 

Toyota Tsusho (Thailand) Co., Ltd.  

Chen Tai Fong Co., Ltd.     

Toyota Tsusho Europe S.A.  
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1）主要連結対象会社　黒字会社　単位：億円（未満切り捨て） 

自動車関連のエンジニアリングサービス 

移動体通信事業、システム開発、コンピューター機器販売 

 

 

米国：輸出入および国内卸売業 

タイ：輸出入および国内卸売業 

台湾：輸出入および国内卸売業 

ベルギー：輸出入および欧州域内卸売業 

［海外連結子会社］ 

P.T. Toyota Tsusho Logistic Center  

Toyota Tsusho Material Handling UK Ltd. 

2005 2004 

97.4 

100.0

(%)

インドネシア：倉庫業 

英国：産業車両の販売 

 

0 

0

 

▲0 

▲0 
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●  総資産 
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●  流動比率 

昇リスクおよびリファイナンスリスクの低減を図るべく

短期借入を長期借入へとシフトしたことなどから、コ

マーシャルペーパーなど短期的な借入金は減少し流

動資産トータルでは前期の6,711億円より780億円

（11.6％）増となる7,492億円に留まりました。 

一方、固定負債については資金調達を国内の短期

的な借入から長期借入にシフトしたことなどから、前

期比363億円（22.2％）増となる1,996億円となっ

たほか、繰延税金負債が前期比61億円増となる130

億円、過年度役員退職慰労引当金18億円を新たに計

上したことから、トータルで1,996億円となり、前期の

1,632億円を363億円（22.3％）上回る結果となり

ました。 

次に当期末の株主資本の状況ですが、当期純利益

の増加に伴う利益剰余金が前期比358億円増となる

1,650億円となったほか、主にトヨタグループの持合

株式の株価上昇に伴ってその他有価証券評価差額金

が前期の217億円を120億円上回る337億円とな

ったことなどから、トータルで2,371億円となり、前期

の1,887億円を483億円上回る結果となりました。 

これにより、１株当たり株主資本は、前期より172.04

円（25.4％）増となる849.16円となりました。 

 

 

 

当期における連結ベースの現金および現金同等物（以

下「資金」という）は、利益の増加など営業活動により増

加したものの、積極的な投資活動により大幅に減少し、

借入金の増加などの財務活動により増加しました。そ

の結果、当期末の資金残高は695億47百万円となり、

前期末よりも18億43百万円増加しました。 

 

営業活動によるキャッシュ・フロー： 

当期において、営業活動による資金の増加は178億

35百万円（前期比448億24百万円の減少）となり

ました。これは利益の増加があったものの事業拡大

によって運転資本が増加したことによるものです。 

 

投資活動によるキャッシュ・フロー： 

当期において、投資活動による資金の減少は294億

9百万円（前期比88億10百万円の増加）となりました。

これは自動車関連を中心に海外での機能強化を目的と

した設備等有形・無形の固定資産および事業会社への

投資を積極的に行っていることによるものです。 

 

財務活動によるキャッシュ・フロー： 

当期において、財務活動による資金の増加は120億

27百万円（前期比301億38百万円の増加）となりま

した。これは主に長期借入金によるものです。 

 

 

 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状

況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響

を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものが

あると思われます。 

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券

報告書提出日現在において当社グループが判断した

ものであります。 

 

1.営業活動全般に関するリスクについて： 

(1)特定の販売先への依存 

当社グループは、当社および子会社198社・関連会

社113社で構成され、国内および海外における自動

車関連商品、その他各種商品の販売を主要業務とし

ております。当社単体売上高のうち、トヨタグループ（＊）

への売上高が占める比率は17.9％（平成17年３月期）

であり、そのうちトヨタ自動車（株）への売上高の比率は

9.8％であります。従いまして、トヨタ自動車（株）をはじ

めとする国内外の主要な自動車メーカーの生産台数

の動向が、当社の経営成績に影響を与える可能性が

あります。 

＊トヨタ自動車（株）、（株）豊田自動織機、愛知製鋼（株）、

豊田工機（株）、トヨタ車体（株）、アイシン精機（株）、

（株）デンソー、トヨタ紡織（株）、関東自動車工業（株）、

豊田合成（株）、日野自動車（株）、ダイハツ工業（株） 

 

(2)取引先の信用リスク 

当社グループには、多様な営業活動により生じた国

内外の取引先に対する金銭債権回収に関するリスクが

キャッシュ・フロー 
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存在するため、取引先の信用力、担保の価値および一

般経済状況に関する一定の前提と見積りに基づいて

貸倒引当金を設定しておりますが、取引先が債務を履

行する、または債務の履行を完了するまでは取引先の

財務状態が健全な状態にある、という保証はありません。 

 

(3)商品リスク 

当社グループが取り扱う非鉄金属・原油・ゴム・食料

等の相場商品には価格変動のリスクが存在します。こ

うした価格変動のリスクを低減する施策を講じており

ますが、必ずしも完全に回避できるものではありません。 

 

(4)事業投資リスク 

当社グループは、既存提携関係の強化または新規

提携を行うことにより、既存事業の拡大や機能強化ま

たは新規事業への参入を目指しております。このため、

他社と提携して新会社を設立または既存の企業へ投

資する等の投資活動を行っており、更に今後も投資活

動を行う可能性があります。しかし、投資先企業の企

業価値または株式の市場価値が低迷した場合には、当

社グループが投資金額の全部もしくは相当部分を失う、

またはこれらの投資先企業に対する追加の資金提供

を余儀なくされることがあります。このような場合、当

社グループの財政状態および経営成績に悪影響を及

ぼす可能性があります。 

 

(5)金利変動リスク 

当社グループの有利子負債には、変動金利条件と

なっているものがあります。このうちの相当部分は変

動の影響を転嫁できる営業資産に見合っており、金利

変動にさらされている部分は限定的と考えております

が、今後の金利動向によっては当社グループの業績へ

の影響が生じる可能性があります。 

 

(6)外国為替リスク 

当社グループは、主として円建てで商品の販売およ

び投資活動を行っておりますが、米ドルその他の外国

通貨建てでもこうした活動を行うことがあり、外国為

替の変動による影響を受けることがあります。当社グ

ループはこうした外国為替のリスクを一定程度まで低

減する施策を講じておりますが、必ずしも完全に回避

できるものではありません。 

 

(7)カントリーリスク 

当社グループは、外国商品の取扱や外国の取引先

に対する投資等、外国の取引先と多くの取引を行って

おり、外国政府による規制・政治的不安定・資金移動の

制約等による外国製品の製造・購買に伴うリスクに加え、

投資の損失またはその他の資産が劣化するリスクが

存在しております。また、輸出入に係る営業活動は国

際的な貿易障壁および貿易紛争並びに国家間におけ

る自由貿易協定および多国間協定に起因する競合に

よって一般的な制約を受けます。当社グループは、特

定の地域または国に対する集中の是正に努めており

ますが、特定の地域または国に関連して将来的に損失

を被る可能性があります。 

 

(8)輸出取引および海外取引における競合 

当社グループの主要な輸出取引および海外取引は

厳しい競合にさらされており、国際的なマーケットで営

業活動を展開している国内外の製造業者および商社

と世界規模で競合しております。これらの競合他社の

中には当社グループより優れた商品、技術、経験等を

有しているものもあり、常に競争優位の地位を確保で

きる保証はありません。 

 

2.（株）トーメンとの関係について 

当社グループは、当社の関係会社である（株）トーメ

ンと将来の経営統合を視野に入れた業務提携関係に

ありますが、現段階では具体的な統合の形態・時期等

は未定であります。 

 

3.東海大地震等による影響について 

東海大地震をはじめとした地震による当社グループ

の営業活動への影響を限定的なものとする方策の一

環として、全ての設備における耐震構造の点検・調査

を実施し、対応が必要と考えられる設備への対策を施

しております。また、かかる地震等の発生が想定され

る際に安全且つ迅速に対応できるよう対策本部の設置・

運営等について適切な検討・訓練を行っております。 

To y o t a  T s u s h o
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このような対策により、地震の規模が想定される範

囲内のものであれば、当社グループの営業活動への

影響は限定的なものになると予想されますが、こうし

た天災規模は人知の想定を凌駕する可能性もあり、そ

の際には何らかの影響を受ける可能性があります。 

 

 

 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において

一般に公正妥当と認められている会計基準に基づ

き作成されております。この連結財務諸表の作成に

あたって、特に以下の重要な会計方針が、当社の連

結財務諸表の作成において使用される当社グルー

プの重要な判断と見積りに大きな影響を及ぼすと

考えております。 

 

(1)貸倒引当金 

当社グループは顧客の支払不能時に発生する損失

の見積額について、貸倒引当金を計上しております。

顧客の財務状態が悪化し、その支払能力が低下した場

合、追加引当が必要となる可能性があります。 

 

(2)たな卸資産 

当社グループは推定される将来需要および市場状

況に基づく時価の見積額と原価との差額に相当する

陳腐化の見積額について評価減を計上しております。

実際の将来需要または市場状況が当社グループの見

積りより悪化した場合、追加の評価減が必要となる可

能性があります。 

 

(3)有形・無形固定資産の減損 

当社グループは機能強化・事業拡大のため有形・無

形固定資産を所有しております。固定資産の減損会計

は資産のグルーピング・割引前キャッシュ・フローの総額・

回収可能価額を当該企業に固有の事情を反映した合

理的で説明可能な仮定および予測に基づいて算出し

ております。将来の地価下落・資産の劣化等により現

在の簿価に反映されていない損失または簿価の回収

不能が発生した場合、評価損の計上が必要となる可能

性があります。 

(4)投資有価証券の減損 

当社グループは取引関係の維持のため、特定の顧客

および金融機関の株式を所有しております。これらの株

式には価格変動性が高い公開会社の株式と、株価の決

定が困難である非公開会社の株式が含まれております。 

公開会社の株式については決算日の市場価格が簿

価よりも30％以上下落し、その下落が一時的でない

と判断した場合に減損を計上しております。また非公

開会社の株式については、それらの会社の純資産額

の持分相当額が簿価よりも50％以上下落した場合に

減損を計上しております。将来の市況悪化または投資

先の業績不振により現在の簿価に反映されていない

損失または簿価の回収不能が発生した場合、評価損

の計上が必要となる可能性があります。 

 

(5)繰延税金資産 

当社グループは繰延税金資産について実現可能性

が高いと考えられる金額へ減額するために評価性引

当金を計上しております。評価性引当金の必要性を評

価するに当たっては将来の課税所得および慎重かつ

実現性の高い継続的な税務計画を検討しますが、繰延

税金資産の全部または一部を将来実現できないと判

断した場合、当該判断を行った期間に繰延税金資産の

調整額を費用として計上します。同様に計上金額の純

額を上回る繰延税金資産を今後実現できると判断し

た場合、繰延税金資産への調整により当該判断を行っ

た期間に利益を増加させることになります。 

 

(6)退職給付費用 

退職給付費用および債務は数理計算上で設定され

る前提条件に基づいて算出されております。これらの

前提条件には割引率・将来の報酬水準・退職率・直近

の統計数値に基づいて算出される死亡率・年金資産

の長期収益率などが含まれております。親会社および

国内子会社の年金制度においては、割引率は日本の

国債の市場利回りを在籍従業員に対する支給年数で

調整して算出しております。期待運用収益率は年金資

産が投資している資産の種類毎の長期期待収益率の

加重平均に基づいて算出されます。実際の結果が前

提条件と異なる場合、または前提条件が変更された場

重要な会計方針および見積り 
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合、その影響は累積され将来にわたって規則的に認識

されるため一般的には将来期間において認識される

費用および計上される債務に影響を及ぼします。未認

識数理計算上の差異の償却は年金費用の一部を構成

しておりますが、前提条件の変化による影響や前提条

件と実際との結果の違いの影響を規則的に費用認識

したものであります。 

 

 

 

当社グループでは、財務健全性を維持した安定的成

長を目指して、「資産の効率化」と「資産の内容に見

合った調達」を柱とする財務戦略を推進しています。 

「資産の効率化」については、“最小限の資金で最

大限の利益確保”を目指し、売掛債権回収の早期化、

在庫の削減等による運転資本の効率化や不稼動・非

効率固定資産の削減など、資金の効率性向上を進め

ております。これらの活動により得られる資金を、より

将来性の高い事業への投資や、有利子負債の圧縮に

充当することにしており、“企業価値の向上”と“財務

の健全性向上”の同時実現を目指しております。 

一方、「資産の内容に見合った調達」については、固

定資産は長期借入金と株主資本でカバーし運転資本

は短期借入金でカバーすることを原則としております

が、同時に運転資本の底溜り部分も長期資金でまかな

うことを方針としております。また、近年の不安定な金

融事情を考慮し、当社グループの海外現地法人におけ

る資金調達の安全を期するべく、“マルチカレンシー・

リボルビング・ファシリティー（複数通貨協調融資枠）”

を設定するなど、不測の事態にも対応できるように備

えております。 

今後の資金調達について、当社グループの営業活

動が生み出すキャッシュ・フロー、資産の内容、経済情勢、

金融環境などを考慮し、資産の一層の効率化と安定的

な資金調達に対応していきたいと考えております。 

 

 

 

当社グループは、全てのステークホルダーにご満足

いただける「付加価値の創造」を経営の基本方針に掲

げ、財務体質の健全化と経営の効率化、透明化、遵法

の徹底を積極的に推進しております。 

さらには「ＣＳＲ※推進委員会」を発足させ、従来の

コンプライアンス対応も含め、企業の社会的責任の視

点を取り入れて活動を推進してまいります。 

また、広く当社グループをご理解頂くために、広報・

IR活動の一層の充実を図っております。 
（※CSR：Corporate Social Responsibility） 

 
1.会社の経営上の意思決定、執行および監督に係る
経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス
体制の当社の状況 

 

(1)監査役設置会社であるか委員会等設置会社であ
るかの別および当該体制を採用した理由 

監査役制度を採用しております。委員会等設置によ

るコーポレート・ガバナンス体制を選択できることは

承知しておりますが、現状は監査役による監査と取締

役間の職務執行監視が十分に機能しており、経営を牽

制する体制として問題ないものと考えております。 

 

(2)社外取締役・社外監査役の選任の状況 

社外取締役はおりません。社外監査役は監査役5名

中3名であり、非常勤であります。 

 

(3)社外役員の専従スタッフの配置状況 

特定はしておりませんが、適宜関係部署で対応して

おります。 

 

(4)業務執行・経営の監視の仕組み 

毎月の定例および臨時取締役会に加えて取締役間

の随時打ち合わせを行い、効率的な業務執行および

取締役間の執行監視を行っております。 

 

(5)内部統制システムおよびリスク管理体制の整備の状況 

企業倫理・法令の遵守については企業倫理委員会

を設置し、企業活動全般において企業倫理面ならびに

法律面から活動を進めてまいりました。従業員には当

社の企業理念に基づく行動指針を明示した行動倫理

ガイドを配布し、周知徹底を図っております。加えて社

外弁護士への相談窓口を設置し、自浄作用、問題点の

財務戦略 

コーポレート・ガバナンスの状況 

To y o t a  T s u s h o
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早期発見と早期対応がとれる体制を整備しております。

2005年１月には、「企業の社会的責任」への取り組み

を推進するため従来の企業倫理委員会をＣＳＲ推進委

員会に改組しております。 

リスクマネジメントについては2001年10月にリス

クマネジメント部を設置し、当社グループ全体のリスク

について各部署・各グループ会社との連携により連結

ベースでのリスクマネジメント体制の構築、強化を図っ

ております。財務系リスクの管理についてはリスクア

セットの計測を実施し、連結ベースでのリスクアセット

総量とリスク許容量との均衡を図ることに取り組んで

おります。またリスクアセットとリターン（利益）の対比

指標であるリスクリターンを今後のパフォーマンス指

標として位置付けていくことを検討しております。 

 
(6)内部監査および監査役(監査委員会)監査、会計監
査の状況 

内部監査については、従来から社長直轄の独立した

組織として「監査部」を設置しており、当期は7名の体

制にて監査を実施しております。当社内部監査規定に

即し、社長承認を得た監査方針および計画に基づき、

当社および国内外の当社グループ会社の全拠点を監

査対象としております。当社監査役とは毎月会合をもち、

監査結果の報告や意見交換を行い、監査効率と品質

の向上に努めております。さらには自主監査（Control 

Self-Assessment）を当社および国内の当社グルー

プ会社で実施しており、今後海外グループ会社に展開

してまいります。 

監査役監査については、株主総会で選任された監

査役5名（常勤2名、非常勤社外監査役3名）により構

成される監査役会で承認された監査方針および計画

に基づき、コンプライアンスの対応、リスク管理体制を

中心とした内部統制状況を重点として取締役の職務

執行の監査が実施されております。また会計監査人の

監査結果の妥当性についても監査が行われております。 

会計監査については、中央青山監査法人を選任して

おります。通常の会計監査を受けているほか、監査人

の独立性を損なわない範囲内で経営および組織的な

問題等において、適宜アドバイスを受けております。 

 

 

 

 

 

 

上記の他当社の会計監査業務に係る補助者は、公

認会計士9名、会計士補15名、その他１名であります。 

 

 (7)社外取締役および社外監査役との関係 

当社の社外監査役である栗岡完爾および上坂凱勇の

各氏は当社のその他の関係会社であるトヨタ自動車（株）

相談役に、石川忠司氏は（株）豊田自動織機取締役会

長に就任しております。当社と両社との間ではさまざ

まな営業上の取引がありますが、価格その他の取引案

件につきましては、個別に交渉の上一般取引と同様に

決定しております。 

 
2.会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた
取り組みの最近１年間における実施状況 

当社は経営の基本方針その他重要事項を決定する

取締役会を毎月最低1回は開催し、基本的に全取締役

および全監査役が出席しております。 

また、毎週１回副社長以上が出席する副社長会や、

隔週１回本部長全員および常勤監査役が出席する本

部長会議にて、業務執行に係る報告、情報交換や打ち

合わせを定期的に行っております。コンプライアンス

についてはＣＳＲ推進委員会の設置、また内部統制に

ついては自主監査（Control Self-Assessment）の

実施により充実を図ってまいりました。 

業務を執行した公認会計士の氏名　  所属する監査法人 

指定社員 堀江 正樹  中央青山監査法人 
指定社員 木内 仁志 中央青山監査法人 
指定社員 松本 千佳 中央青山監査法人 
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4.監査報酬の内容 

(1)当社の中央青山監査法人への公認会計士法（昭
和23年法律第103号）第2条1項に規定する業務
に基づく報酬額は、40百万円であります。 

(2)上記以外の業務に基づく報酬額は、3百万円であ
ります。 
 
 
 

2006年3月期については、中国の高成長に起因

する金属材料などの商品市況高止まり、およびエネ

ルギー価格の高止まりが予想されるほか、米国での金

利引上げも小幅ながら継続的に実施されることが予

想されるなど、幾つかの懸念材料が存在するものの、

中国をはじめとするＢＲＩＣｓ各国の経済成長を背景に

世界経済は概ね堅調に推移するものと思われます。こ

のような経済環境のもと、当社事業については、高い

国際競争力を有する国内自動車関連メーカーの海外

進出に伴う機械設備の受注増加および現地での生産

拡大に伴う金属、自動車部品などの需要増加、さらに

は石炭価格の上昇による収益改善など、引き続き増収

増益を見込んでいます。しかしながら機能強化に向け

た高水準の先行投資による販管費の増加や、海外生

産の拡大に伴う完成車輸出の減少なども予想される

ことから、増益幅は小幅になるものと予想しています。

具体的には、売上高が当期比6.8％増の3兆5,400

億円、営業利益は同17.2％増の660億円、当期純利

益は同3.9％増の390億円を計画しています。 

今後の見通し 

3.役員報酬の内容 

 区分
 

定款または株主総会決議に基づく報酬 

利益処分による役員賞与 

株主総会決議に基づく退職慰労金 

計 

5（注３） 

5 

1 

－ 

 39 

34 

3 

－ 

34（注２） 

29

  2

   － 

496 

215 

281 

993

52 

33 

10 

96

548 

248 

292 

1,089

注）1．上記のほか、次の支払額があります。 
使用人兼務取締役の使用人としての職務に対する報酬（賞与を含む） 213百万円 

2．平成16年6月24日に退任した取締役2名を含んでおります。 
3．昭和60年6月定時株主総会決議による取締役に対する報酬限度額は月額50百万円であります。 
4．平成元年6月定時株主総会決議による監査役に対する報酬限度額は月額6百万円であります。 

取締役 

支給人員（名） 支給額（百万円） 

監査役 

支給人員（名） 支給額（百万円） 

計 

支給人員（名） 支給額（百万円） 

（注４） 
（注５） 

摘要 

●  取 締役および監査役に対する報酬の内容  

To y o t a  T s u s h o
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業績指標： 

売上高： 

　国内 

　海外 
 

 

売上原価 

その他の営業収益 

営業総利益 

販売費および一般管理費 

営業利益 

当期純損益 

 

期末現在： 

流動資産 

総資産 

流動負債 

株主資本 

 

キャッシュ・フロー（年度）： 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

現金および現金同等物の期末残高 

 

 

1株当たり情報： 

当期純損益： 

   基本的当期純損益 

   希薄化後当期純利益 

配当金 

 

 

株式： 

期末発行済株式数 

2004
 

 

 

$12,354,549  

18,521,985  
 

30,876,534  

29,435,413  

194,813  

1,635,934  

1,111,537  

524,397  

349,399  

 

 

$8,031,260  

11,159,270  

6,976,925  

2,208,139  

 

 

$166,086  

(273,861) 

111,994  

647,621  

 

 

 

 

$1.24  

1.23  

0.11 

2005
 

 

 

¥1,095,087 

1,160,609 
 

2,255,698 

2,153,454 

15,048 

117,292 

91,040 

26,252 

8,781 

 

 

¥   670,309 

922,054 

620,171 

150,680 

 

 

¥     47,461 

(11,745) 

(21,615) 

56,674 

 

 

 

 

¥      31.31 

-- 

7.50 

 

 

 

282,867

 

 

 

¥969,189 

725,388 
 

1,694,577 

1,616,096 

10,756 

89,237 

76,933 

12,304 

(7,379) 

 

 

¥541,915 

751,709 

505,749 

129,811 

 

 

¥    (6,366) 

(14,497) 

22,710 

44,966 

 

 

 

 

¥  (29.14) 

-- 

7.50 

 

 

 

253,212

 

 

 

¥1,150,593 

1,006,647 
 

2,157,240 

2,059,343 

12,892 

110,789 

87,023 

23,766 

8,169 

 

 

¥   678,358 

923,863 

614,162 

147,905 

 

 

¥       4,013 

(14,510) 

242 

41,013 

 

 

 

 

¥       28.73 

-- 

7.50 

 

 

 

282,867

 

 

 

¥1,151,335 

1,425,118 
 

2,576,453 

2,462,173 

17,039 

131,318 

100,252 

31,067 

18,829 

 

 

¥   706,440 

960,398 

640,222 

159,492 

 

 

¥     19,092 

(20,095) 

5,874 

61,666 

 

 

 

 

¥      66.06 

66.01 

7.75 

 

 

 

282,867

 

 

 

¥1,187,389 

1,600,405 
 

2,787,793 

2,658,589 

17,223 

146,428 

109,407 

37,020 

20,663 

 

 

¥   742,328 

1,032,602 

671,155 

188,785 

 

 

¥    62,660 

(38,220) 

(18,111) 

67,704 

 

 

 

 

¥      72.75 

72.35 

8.00 

 

 

 

282,867

2005 2003 2002 2001 2000
単位：百万円 

単位：円 

単位：千米ドル 

単位：米ドル 

単位：千株 

注）本誌に掲載した米ドルの金額は、便宜上2005年3月31日現在の為替レート、1ドル＝107.39円で換算しています。 

 

 

 

¥1,326,755 

1,989,075 
 

3,315,830 

3,161,069 

20,921 

175,683 

119,368 

56,314 

37,521 

 

 

¥   862,476 

1,198,394 

749,252 

237,132 

 

 

¥    17,835 

(29,409) 

12,027 

69,547 

 

 

 

 

¥     132.98 

132.11 

12.00 

 

 

 

282,867

豊田通商株式会社および連結子会社 
3月31日に終了した各会計年度 

6年間の主要財務データ 
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（1）当社は証券取引法第193条の2の規定に基づき、平成15年度（平成15年4月1日から

平成16年3月31日まで）および平成16年度（平成16年4月1日から平成17年3月

31日まで）の連結財務諸表について、中央青山監査法人の監査を受けております。 

 

（2）掲載しております連結財務諸表および監査報告書は、当社の平成16年度の有価証券報

告書からの抜粋であります。 

当社の連結財務諸表について 



48

To y o t a  T s u s h o



49

財
務
セ
ク
シ
ョ
ン
 



50

To y o t a  T s u s h o



51

財
務
セ
ク
シ
ョ
ン
 



52

To y o t a  T s u s h o



53

財
務
セ
ク
シ
ョ
ン
 



54

To y o t a  T s u s h o



55

財
務
セ
ク
シ
ョ
ン
 



56

To y o t a  T s u s h o



57

財
務
セ
ク
シ
ョ
ン
 



58

To y o t a  T s u s h o



59

財
務
セ
ク
シ
ョ
ン
 



60

To y o t a  T s u s h o



61

財
務
セ
ク
シ
ョ
ン
 



62

To y o t a  T s u s h o



63

財
務
セ
ク
シ
ョ
ン
 



64

To y o t a  T s u s h o



65

財
務
セ
ク
シ
ョ
ン
 



66

To y o t a  T s u s h o



67

財
務
セ
ク
シ
ョ
ン
 



68

To y o t a  T s u s h o



69

財
務
セ
ク
シ
ョ
ン
 



70

To y o t a  T s u s h o



71

財
務
セ
ク
シ
ョ
ン
 



72

To y o t a  T s u s h o



73

財
務
セ
ク
シ
ョ
ン
 



74

To y o t a  T s u s h o



75

財
務
セ
ク
シ
ョ
ン
 



76

To y o t a  T s u s h o



77

財
務
セ
ク
シ
ョ
ン
 



78

To y o t a  Ts u s h o



79

財
務
セ
ク
シ
ョ
ン
 



80

To y o t a  T s u s h o



81

財
務
セ
ク
シ
ョ
ン
 



82

To y o t a  T s u s h o



83

財
務
セ
ク
シ
ョ
ン
 



84

To y o t a  T s u s h o

注）掲載しております監査報告書は、当社の平成16年度の有価証券報告書からの抜粋であります。 
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注）掲載しております監査報告書は、当社の平成16年度の有価証券報告書からの抜粋であります。 
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主要連結子会社および関連会社  
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（2005年3月31日現在） 

概　要 

To y o t a  T s u s h o

社名 

本店所在地 

 

 

設立年月日 

従業員数 

 

資本金 

株式の総数 

 

株主数 

豊田通商株式会社 

 

〒450-8575　名古屋市中村区名駅四丁目9番8号 

電話： 052-584-5000（代表） 

1948年7月1日 

単独：  1,963名 

連結：13,979名 

￥26,748,717,188 

会社が発行する株式総数： 997,525,000株 

発行済株式総数： 282,867,304株 

12,969名 

大株主の状況 
トヨタ自動車株式会社 

株式会社豊田自動織機 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 

三井住友海上火災保険株式会社 

株式会社ＵＦＪ銀行 

資産管理サービス信託銀行株式会社 

東京海上日動火災保険株式会社 

あいおい損害保険株式会社 

住友信託銀行株式会社 

持株数（千株） 

65,030 

36,421 

25,357 

12,009 

9,519 

8,250 

6,126 

5,869 

5,650 

5,645

議決権比率（％） 

23.5 

13.2 

9.2 

4.3 

3.4 

3.0 

2.2 

2.1 

2.0 

2.0

上場証券取引所 

独立監査法人 

株式名義書換代理人 

 

 

 

 

連絡先 

 

 

 

 

 

 

 

 

ホームページ 

東京、名古屋 

中央青山監査法人 

ＵＦＪ信託銀行株式会社 

〒137-8081　東京都江東区東砂七丁目10番11号 

ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部 

電話： 03-5683-5111（代表） 

 

豊田通商株式会社　広報・ＩＲ室 

〒103-8655　東京都中央区日本橋二丁目14番9号 

電話： 03-3242-8198 

ファクシミリ： 03-3242-8695 

メールアドレス： TTC_IR@gw.toyotsu.co.jp 

名古屋オフィス                      

〒450-8575　名古屋市中村区名駅四丁目9番8号 

電話： 052-584-5011 

ファクシミリ： 052-584-5659 

http://www.toyotsu.co.jp/

豊田通商株式会社 

年度 

高値 

安値 

円 

円 

2001 
490 
306

2002 
658 
414

2003 
591 
468

2004 
1,244 
542

2005 
1,825 
920

2001 2002 2003 2004 2005年度 

●  株 価の推移  

0
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1936 
    （年）

 

 

1942 

 

 

1945 

 

 

1947 

 

 

1948 

 

 

 

1952 

1954 

 

1956 

 

 

1957 

 

 

 

1960 

 

 

 

1961 

 

1964 

 

 

1964 

1975 

1975 

 

1977 

 

1979 

1981 

 

1985 

 

 

1987 

 

 

1991 

1992 

 

 

 

1999 

 

 

2000 

 

 

 

 

 

 

2000 

2002 

 

 

2003 

 

 

2004 

 

 

2005 

 

トヨタ車の販売に対する金融を目的として「トヨ

タ金融株式会社（現在の豊田通商の前身）」を設立。 

 

商号を「豐田産業株式会社」と変更し、トヨタ系各社

の証券保有業務を兼ねる。 

 

機構の改革および業務の整備をはかり、貿易・商

事部門に進出。 

 

第二次財閥指定により持株会社整理委員会から持

株会社の指定を受け、解散。 

 

企業債権整備計画を完了し、豐田産業(株)の商事部

門を継承して「日新通商株式会社（現在の豊田通商）」

を設立。資本金は900万円。 

 

ダッカでの事務所開設を皮切りに、台北、香港、 ダラ

ス、バンコク、ジャカルタに海外事務所を開設。 

 

商号を「豐田通商株式会社（Toyoda Tsusho Kaisha, 

Ltd.）」と変更。 

 

タイに海外で初めてとなる合弁会社「Toyoda 

Thailand Co., Ltd. (現在の Toyota Tsusho 

(Thailand) Co., Ltd.)」を設立。 

 

海外で初めてとなる子会社「Toyoda New York, 

Inc. (現在の Toyota Tsusho America, Inc.)」

を設立。 

 

名古屋証券取引所市場第二部に上場。 

 

ドミニカ共和国への輸出を皮切りに、トヨタ車の輸

出を開始。 

 

ブラジル、台湾、ベルギー、フィリピン、マレーシア、

香港、オーストラリア、シンガポールに現地法人を

設立。タイ、アメリカの現地法人と合わせ、現在の

海外ネットワーク基盤が完成。 

名古屋証券取引所市場第一部に指定替え。 

 

東京証券取引所市場第一部に上場。 

 

北京での事務所開設を皮切りに、上海、広州と中

国でのネットワーク拡充が本格化。 

 

完成車（トヨタ、ダイハツ、日野）の累計輸出台数が

100万台を突破。 

 

商号を「豊田通商株式会社（Toyota Tsusho 

Corporation）」と変更。 

 

連結売上高が2兆円を突破。 

「21世紀ビジョン」の策定と同時にＣＩを導入し、

企業理念、行動指針を策定するとともに、コーポ

レートマークを現在のものに刷新。 

 

非自動車分野への事業拡大を目的に、食料、化学品

などをコアビジネスとする加商（株）と業務提携。 

 

すべてのステークホルダーに高い価値を提供する

‘Value Integrator’の実現を目指し「2010年ビ

ジョン」を策定。 

コア・注力両分野の機能強化と事業拡大を目的に

株式会社トーメンと資本・業務提携を開始するとと

もに、すでに提携関係にあった加商(株)と合併。 

 

コア分野の事業における(株)トーメンとの相乗効果、

規模の経済性の早期実現を目指し、(株)トーメンの鉄

鋼、非鉄金属、繊維機械事業を譲受け。 

 

資本・業務提携の強化を目的に(株)トーメンの第三

者割当増資50億円を引受け。 

 

(株)トーメンとの間で、人材派遣事業およびバンカー

オイル・石油製品事業などを集約・統合。 

 

(株)トーメンの保険事業を統合。 

沿革 

̃
̃

̃
̃

̃
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ネットワーク 
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組織図 

生活産業・資材企画部 
住環境部 
食料第一部 
食料第二部 
食品部 
繊維部 

内装資材部 
自動車部品部 
紙パルプ部 
保険業務部 
保険第一部 
保険第二部 

機械情報企画部 
機械部 
豊田機械部 
東京機械部 
大阪機械部 
静岡機械部 

繊維機械部 
ＩＴＳ企画部 
情報電子部 
海生部品部 
Ｌ＆Ｆ営業部 

金属企画部 

鋼板部 

条鋼・鋼管・建材部 

非鉄金属部 

鉄鋼原料部 

鉄鋼貿易部 

東京金属部 

大阪金属部 

浜松金属部 

バイオプロジェクトチーム 
燃料電池事業推進プロジェクトチーム 

業務企画部 
物流部 
事業開発部 
ＩＴ推進部 
海外事業部 

秘書部 
経営企画部 
人事・総務部 
財経企画部 
リスクマネジメント部 
関連事業部 

エネルギー・化学品企画部 
化学品・合樹部 
機能化学品部 

大阪化学品部 
エネルギー部 

自動車企画部 
ディーラー事業部 
自動車サービス部 
中国自動車部 
豪亜自動車部 

欧州自動車部 
中近東・アフリカ自動車部 
中南米・カリブ自動車部 
アフターマーケット営業部 

2 
10 
4

1 
24 
22

本社 
支店 
営業所 

支店 
事務所 
現地法人 

国内拠点数 海外拠点数 

株　主　総　会 

取　締　役　会 

会 長  

社　　　長 

副  社  長 

プロジェクトチーム 

本部長会議 

金属本部 

機械情報本部 

自動車本部 

エネルギー・化学品本部 

生活産業・資材本部 

全社横断テーマ推進会議 

投融資委員会 

一般委員会 

監査部 

環境安全推進部 

コーポレート本部 

業務本部 

海外支店・事務所 

現地法人 

顧客・国内地域 

国内地域 

トヨタ室 

監査役 

監査役会 

副社長会 

注）当社は、2004年6月24日に下記の組織変更を行っております。 
１）エネルギー・化学品分野の注力分野における戦略再構築および自動車部品（特に内装材）と繊維資材（シートベルト、エアバッグ等）の連携強化によるさらなるシナジーの向上などを目的
に、エネルギー・資材本部の内装資材部、自動車部品部、紙パルプ部を生活産業本部に移管し、それぞれの本部名を「エネルギー・化学品本部」「生活産業・資材本部」へ改称いたしました。 

２）全社経営の戦略企画および立案におけるさらなる専門性の向上と、将来に向けた新事業の創造および機能強化を目的に、コーポレート本部の一部を分割し「業務本部」を新設いたしました。 
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住所 

● 日本
Toyota Tsusho Corporation
Nagoya Head: 9-8, Meieki 4-chome, Nakamura-
ku, Nagoya 450-8575, Japan
Tokyo Head: 14-9, Nihonbashi 2-chome, Chuo-ku, 
Tokyo 103-8655, Japan
Osaka, Hamamatsu, Toyota, Kariya, Hokkaido, 
Tohoku, Niigata, Hokuriku, Hiroshima, Kyusyu, 
Matsumoto, Numazu, Fukuyama, Takamatsu

● 北米
Toyota Tsusho America, Inc.
Head: Turfway Ridge Office Park, 7300 Turfway 
Road, Suite 500, Florence, KY 41042, U.S.A.
Ontario, Huntsville, Fremont, San Francisco, West 
San Jose, Torrance, Union City, Chula Vista, 
Howey-in-the-Hills, Miami, Hollywood, Elk Grove 
Village, Columbus, Princeton, Georgetown, 
Burlington, Battle Creek, Southfield, Troy, New 
York, Tigard, Maryville, Memphis, Houston, 
Eleanor

● 中南米
Toyota Tsusho Corporation
Bogota 

Toyota Tsusho America,Inc.
Mexico City, Apodaca, Tijuana, San Jose

Toyota Tsusho de Venezuela, C.A
Head:4-8.Av.Francisco Demirada 4TA Avenida, 
Los Palos Grandes, Chacao Estado Miranda, 
Caracas, Venezuela

S.C. Toyota Tsusho do Brasil Ltda.
Av. Paulista, 854,15 andar, Bela Vista, Sao Paulo / 
SP CEP. 01310-913, Brazil

Toyota Tsusho Argentina S.A.
Ruta Panamericana Km.29.4 (1617), El Talar, 
Provincia de Buenos Aires, Argentina

● ヨーロッパ
Toyota Tsusho Corporation
Paris

Toyota Tsusho Europe S.A.
Head: Belgicastraat 13, 1930 Zaventem, Belgium
Paris, Valenciennes, Sophia Antipolis, Neuss,  
Walbrzych, Prague, Liberec

Toyota Tsusho U.K. Ltd.
Head: 7th Floor, 140 London Wall, London EC2Y 
5DN England 
Derby

Russia & The CIS
Toyota Tsusho Corporation
Moscow, Tashkent

● アフリカ
Toyota Tsusho Corporation
Nairobi

Toyota Tsusho Africa Pty. Ltd.
Head: 5th Floor, 138 West Street Sandton, 2196
P.O. Box 785155, SANDTON, 2146, Republic of 
South Africa
Durban, Nairobi

● 中東
Toyota Tsusho Corporation
Sharjah, Tehran

Toyota Tsusho Europe S.A.
Istanbul

● アジア
Toyota Tsusho Corporation
Manila, Yangon, Hanoi, Hai Phong, Ho Chi 
Minh, New Delhi, Mumbai, Bangalore, 
Dhaka, Karachi, Is lamabad, Lahore, 
Kathmandu, Changchun, Wulumuqi, Beijing, 
Guangzhou, Taipei

Toyota Tsusho Korea Corporation
Kuk Dong Bldg, #1809 60-1 3KA Chungmuro 
Chung-ku (C.P.O.Box No.1691) Seoul, Korea

Toyota Tsusho Philippines Corporation
Block 4, Lot 2, Main Road 3, Calamba Premiere 
International Park, Calamba Laguna, Philippines

Myanmar Toyota Tsusho Co., Ltd.
Sedona Business Suite #03-12 No.1, Kaba Aye 
Pagoda Road, Yankin Township, Yangon, Union of 
Myanmar

P.T. Toyota Tsusho Indonesia
SUMMITMAS Ⅱ Building 12th Floor, JI. Jend. 
Sudirman KAV. 61-62 Jakarta Selatan 12190, 
Indonesia

Toyota Tsusho (Singapore) Pte. Ltd.
600 North Bridge Road #19-01 Parkview Square, 
Singapore　188778

Toyota Tsusho (Malaysia) Sdn. Bhd.
Room No.1404, Wisma Lim Foo Yong, No.86 Jalan 
Raja Chulan, 50718 Kuala Lumpur (P.O.Box 
No.10400), Malaysia

Toyota Tsusho (Thailand) Co., Ltd.
607, Asoke-Dindaeng Road, Kwaeng Dindaeng 
Khet Dindaeng (P.O.Box No.494, Samsennai Post 
Office), Bangkok 10400, Thailand

Kasho International (Thailand) Co., Ltd.
607, Asoke-Dindaeng Road, Kwaeng Dindaeng 
Khet Dindaeng (P.O.Box No.494, Samsennai Post 
Office), Bangkok 10320, Thailand

Toyota Tsusho (Shanghai) Co., Ltd.
12th Floor,K. WAH CENTER, 1010 Huaihai Zhong 
Road, Shanghai, People’s Republic of China 
Chengdu, Chongqing, Qingdao, Yantai

Toyota Tsusho (Tianjin) Co., Ltd.
Room No.1710, Tianjin Guoji Daxia, 75 Nanjing 
Lu, Heping Qu, Tianjin, People’s Republic of China 
Beijing

Toyota Tsusho (Guangzhou) Co., Ltd.
Room5503, Citic Plaza, 233 Tian He North Road, 
Guangzhou, Postal Code : 510613
People’s Republic of China

Toyota Tsusho (Dalian) Co., Ltd.
7F SENMAO Building, 147 Zhongshan Road 
Dailian, People’s Republic of China

Toyota Tsusho (Hong Kong) Co., Ltd.
27th Floor, United Centre, No.95 Queensway, 
Hong Kong, People’s Republic of China

Chen Tai Fong Co., Ltd.
5th Floor, No.10, Songren Rd., Sinyi District Taipei 
City 110 Taiwan (R.O.C.)

● オセアニア
Toyota Tsusho (Australasia) Pty. Ltd.
231-233 Boundary Road, Laverton North VIC 
3026, Australia

ネットワーク 

豊田通商株式会社 （2005年7月31日現在） 

本社 
電話  
ファクシミリ 

東京本社  
電話  
ファクシミリ 
 
支店・営業所  

〒103-8655　東京都中央区日本橋二丁目14番9号 
（03）3242-8001 
（03）3242-8531 

 〒450-8575　名古屋市中村区名駅四丁目9番8号
（052）584-5000 （代表） 

（052）584-5636

北海道、 東北、 新潟、 浜松、 松本、 
沼津、 豊田、刈谷、 大阪、 北陸、 広島、
九州、 福山、 高松 
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主要連結子会社および関連会社 
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会社名 

 

Toyota Tsusho America, Inc. 

Toyota Tsusho (Hong Kong) 

Chen Tai Fong Co., Ltd. 

Toyota Tsusho (Singapore) Pte. Ltd. 

Toyota Tsusho (Shanghai) Co., Ltd. 

Toyota Tsusho (Australasia) Pty. Ltd. 

P.T. Toyota Tsusho Indonesia 

Toyota Tsusho (Thailand) Co., Ltd. 

Kasho International (Thailand) Co., Ltd. 

Toyota Tsusho Europe S.A. 

Toyota Tsusho U.K. Ltd. 

S.C. Toyota Tsusho do Brasil Ltda. 

Toyota Tsusho Argentina S.A. 

Toyota Tsusho (Malaysia) Sdn. Bhd. 

Toyota Tsuho Africa (Pty) Ltd. 

Toyota Tsuho (Guangzhou) Co., Ltd. 

Toyota Tsusho (Tianjin) Co., Ltd. 

Toyota Tsusho Korea Corporation 

Toyota Tsusho Philippines Corporation 

 

 

 

会社名 

 

豊田スチールセンター株式会社 

豊通鉄鋼販売株式会社 

豊通リサイクル株式会社 

豊田メタル株式会社 

 

愛知鋼管工業株式会社 

 

関東コイルセンター株式会社 

オリエンタル鋼業株式会社 

豊通非鉄センター株式会社 

豊通マテリアル株式会社 

株式会社エコライン 

 

株式会社プロスチール 

Tianjin Fengtian Steel Process Co., Ltd. 

Toyota Tsusho Metals Ltd. 

Steel & Logistics Center Private Ltd. 

阪神興業株式会社 

所在国 

 

アメリカ 

香港 

台湾 

シンガポール 

中国 

オーストラリア 

インドネシア 

タイ 

タイ 

ベルギー 

イギリス 

ブラジル 

アルゼンチン 

マレーシア 

南アフリカ 

中国 

中国 

韓国 

フィリピン 

 

 

 

所在国 

 

日本 

日本 

日本 

日本 

 

日本 

 

日本 

日本 

日本 

日本 

日本 

 

日本 

中国 

イギリス 

インド 

日本 

出資比率（％） 

 

100.00  

100.00  

63.80  

100.00  

100.00  

100.00  

100.00  

50.00  

49.00  

100.00  

100.00  

100.00  

99.00  

51.00  

100.00  

100.00  

100.00  

100.00  

100.00  

 

 

 

出資比率（％） 

 

58.00  

90.00  

96.48  

50.00  

 

100.00  

 

100.00  

100.00  

65.00  

100.00  

100.00  

 

47.00  

70.00  

100.00  

95.40  

25.00  

事業内容 

 

商社 

商社 

商社 

商社 

商社 

商社 

商社 

商社 

商社 

商社 

商社 

商社 

商社 

商社 

商社 

商社 

商社 

商社 

商社 

 

 

 

事業内容 

 

金属の加工および保管 

鋼材の販売および加工 

非鉄金属の回収・販売および自動車中古部品の販売 

金属屑類の回収・加工・販売、一般廃棄物お

よび産業廃物の収集・運搬・処理 

冷間引抜鋼管の製造・販売および二次・三

次加工、事務機器部品の製造 

金属の加工および販売 

金属の加工および販売 

アルミ製品の加工 

金属製品の販売および原材料の集荷 

ソフトウェアおよびハードウェアの開発・販売、

ネットワークシステムの開発・運営・保守 

特殊鋼材の加工・販売 

鋼材の加工および販売 

ロンドン金属取引所（LME）ブローカー 

鋼材の加工・販売および物流 

鉄鋼管部品の製造 

主要地域子会社 

金属本部 



93

主
要
連
結
子
会
社
お
よ
び
関
連
会
社
 

会社名 

 

豊通エンジニアリング株式会社 

株式会社豊通シスコム 

 

豊通エスケー株式会社 

 

ヴェステックジャパン株式会社 

 

株式会社ウィンドテック 

 

株式会社豊通エレクトロニクス 

P.T. Toyota Tsusho Mechanical & 

Engineering Service Indonesia 

Industrial Tech Services, Inc. 

Toyota Tsusho Corporation de Mexico S.A. 

de C.V. 

Toyota Tsuhso Material Handling UK  

Toyota Tsusho (Austria) G.m.b.H. 

株式会社トヨタデジタルクルーズ 

TDK (Australia) Pty. Ltd. 

Noritake Porcelana Manufacturing, Inc. 

Sanyo Malaysia Sdn. Bhd. 

P.T. Fuji Presisi-Tool Indonesia 

Kohoku Electronics (Singapore) Pte. Ltd. 

Makita France S.A.

所在国 

 

日本 

日本 

 

日本 

 

日本 

 

日本 

 

日本 

インドネシア 

 

アメリカ 

メキシコ 

 

イギリス 

オーストリア 

日本 

オーストラリア 

フィリピン 

シンガポール 

インドネシア 

シンガポール 

フランス 

出資比率（％） 

 

100.00  

100.00  

 

100.00  

 

51.00  

 

100.00  

 

100.00  

99.63  

 

43.80  

99.99  

 

85.00  

97.00  

10.00  

25.00  

22.75  

24.50  

23.20  

15.08  

45.00 

事業内容 

 

機械器具の製造販売および仲立､保全 

移動体通信、情報通信システム、基幹系シ

ステムの開発・保守・運用 

繊維機械・食品加工機械・精密機械および

部品の販売 

風力発電機の輸入・販売および同事業のエ

ンジニアリング、風力発電機の据付・調節 

風力発電事業、風力発電機械設備等の開発・

据付・修理、賃貸借、リースおよび仲介 

半導体の開発・販売 

エンジニアリングサービス 

 

機械器具の販売 

産業車両の販売 

 

産業車両の販売およびレンタル 

産業車両の販売 

情報通信サービス 

音楽・ビデオ用磁気テープの販売 

高級陶磁器の製造・小売 

家電製品の小売 

工具・治工・金型の製造・小売 

電子部品の製造・小売 

電動工具の輸入・販売 

機械情報本部 

会社名 

 

Siam Hi-Tech Steel Center Co., Ltd. 

P.T. Steel Center Indonesia 

Nanjing Yunhai Magnesium 

P.T. Central Motor Wheel Indonesia

所在国 

 

タイ 

インドネシア 

中国 

インドネシア 

出資比率（％） 

 

45.76  

50.00  

20.00  

45.00 

事業内容 

 

鋼材の加工および販売 

鋼材の加工および販売 

マグネシウム合金の製造・販売 

自動車用タイヤホイールの製造・販売 
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（2005年3月31日現在） 

主要連結子会社および関連会社 

To y o t a  T s u s h o

会社名 

 

豊通オートサービス株式会社 

TMSC Ltd. 

Toyota Lanka (PVT) Ltd. 

Toyota TC Hanoi Car Service Corporation 

T.T.H.K. Co., Ltd. 

Toyota Tsusho South Pacific Holdings Pty. Ltd. 

T.T.A.S. Co., Ltd. 

Toyota Tsuhso Saigon Motor Service Corporation 

Toyota Tsusho Praha spol.s.r.o. 

Toyota Tsusho Budapest KFT 

Business Car 

Toyota Tsusho del Ecuador S.C.C. 

Comercio de Veiculos Toyota Tsusho Ltda. 

Toyota Trindad & Tobago Ltd. 

Toyota Tsusho Vostok Auto Co., Ltd. 

TTC Auto Argentina S.A. 

TTAF Manegement Ltd. 

Toyota de Angola, S.A.R.L. 

Toyota Zambia Ltd. 

Establishment Florden　S.A. 

LMI Holdings B.V. 

LMI Ltd. 

Toyota Tsusho Auto Valenciennes S.A.R.L. 

Toyota East Africa Ltd. 

Toyota Malawi Ltd. 

Toyota Zimbabwe (Private) Ltd. 

Toyota Adria, podjetje za izvoz, uvoz in promet z 

vozili, d.o.o. 

Toyota Lakozy Auto Private Ltd. 

Too Toyota Tsusho Kazakhstan Auto 

Toyota Jamaica Ltd. 

Toyota Motor (China) Ltd.  

Jiangmen Huatong Toyota Motor Sales & 

Service Co., Ltd. 

Hinopak Motors Ltd. 

Toyota Motor Hungary KFT 

Toyotoshi S.A. 

Toyota Motor Czech spol.s.r.o. 

Harbin Huatong Toyota Motor Service Co., Ltd. 

D&T Motors Corporation 

OOO Toyota Motor

所在国 

 

日本 

香港 

スリランカ 

ベトナム 

カンボジア 

オーストラリア 

ミャンマー 

ベトナム 

チェコ 

ハンガリー 

ロシア 

エクアドル 

ブラジル 

トリニダッド・トバゴ 

ロシア 

アルゼンチン 

イギリス 

アンゴラ 

ザンビア 

英領アンギラ 

オランダ 

ジンバブエ 

フランス 

ケニヤ 

マラウィ 

ジンバブエ 

スロベニア 

 

インド 

カザフスタン 

ジャマイカ 

香港 

中国 

 

パキスタン 

ハンガリー 

パラグアイ 

チェコ 

中国 

韓国 

ロシア 

出資比率（％） 

 

100.00  

100.00  

100.00  

67.00  

41.00  

100.00  

75.00  

62.36  

100.00  

100.00  

92.00  

100.00  

99.99  

100.00  

100.00  

100.00  

95.00  

95.00  

100.00  

100.00  

100.00  

100.00  

100.00  

100.00  

50.00  

17.80  

96.50  

 

93.17  

51.00  

80.00  

25.00  

50.00  

 

29.67  

50.00  

23.00  

40.00  

50.00  

49.00  

30.00 

事業内容 

 

自動車部品、各種機械の販売およびサービス 

不動産業 

車両・部品の販売およびサービス 

車両・部品の販売およびサービス 

車両・部品の販売およびサービス 

持株会社 

車両・部品の販売およびサービス 

車両・部品の販売およびサービス 

車両・部品の販売およびサービス 

車両・部品の販売およびサービス 

車両・産業車両・部品の販売およびサービス 

商社 

車両・部品の販売およびサービス 

車両・部品の販売およびサービス 

車両・部品の販売およびサービス 

車両・部品の販売およびサービス 

マネジメントサービス 

車両・部品の販売およびサービス 

車両・部品の販売およびサービス 

持株会社 

持株会社 

持株会社 

車両・部品の販売およびサービス 

車両・部品の販売およびサービス 

車両・部品の販売およびサービス 

車両・部品の販売およびサービス 

車両・部品の販売およびサービス 

 

車両・部品の販売およびサービス 

車両・産業車両・部品の販売およびサービス 

車両・部品の販売 

車両・部品の販売 

車両・部品のアフターサービス 

 

トラック・バスおよび部品の製造・販売 

車両・部品の販売 

車両・部品の販売およびサービス 

車両・部品の販売 

車両・部品の販売およびサービス 

車両・部品の販売およびサービス 

車両・部品の販売 

自動車本部 



95

主
要
連
結
子
会
社
お
よ
び
関
連
会
社
 

会社名 

 

豊田ケミカルエンジニアリング株式会社 

 

豊通石油販売株式会社 

豊通エネルギー株式会社 

 

豊通プラケム株式会社 

Toyota Tsusho Mining (Australia) Pty. Ltd. 

Toyota Tsusho Investment (Australia) Pty. 

Ltd. 

東郷樹脂株式会社 

日本ミストロン株式会社 

Toyoda Gosei UK Ltd.

所在国 

 

日本 

 

日本 

日本 

 

日本 

オーストラリア 

オーストラリア 

 

日本 

日本 

イギリス 

出資比率（％） 

 

100.00  

  

100.00  

100.00  

 

100.00  

100.00  

100.00  

 

39.71  

34.00  

20.00 

事業内容 

 

産業廃棄物の中間処理および廃棄物固形

化燃料の製造・販売 

石油製品等の販売 

LPG、燃料油、潤滑油等の販売および油槽所

の運営 

樹脂原料・製品および化学品の販売 

石炭採掘事業への投資および同事業の運営 

金融業 

 

合成樹脂の加工 

非金属鉱物の粉砕加工 

自動車用ゴム・プラスチック部品の製造・販売 

エネルギー・化学品本部 

会社名 

 

豊通ファミリーライフ株式会社 

株式会社トヨマック 

 

東和繊維工業株式会社 

豊通インシュアランスマネジメント株式会社 

豊通フーズ株式会社 

株式会社サンフィード 

豊通ニューパック株式会社 

Toyota Tsusho Corretora de Seguros Ltda. 

Tianjin Commercial River Cereals, Oils & 

Foodstuffs Co., Ltd. 

九州丸一食品株式会社 

冨田商事株式会社 

Quingdao Jiaodong Foodstuffs 

Development Co., Ltd. 

Quingdao Jingxi Food Co., Ltd. 

Fujian New Oolong Drink Co., Ltd. 

Fujian Daguan Stone Co., Ltd.

所在国 

 

日本 

日本 

 

日本 

日本 

日本 

日本 

日本 

ブラジル 

中国 

 

日本 

日本 

中国 

 

中国 

中国 

中国 

出資比率（％） 

 

100.00  

100.00  

  

80.00  

100.00  

100.00  

100.00  

75.00  

15.44  

100.00  

 

45.00  

30.00  

40.00  

  

30.00  

24.50  

20.00  

 

事業内容 

 

保険代理業 

オフィス家具・住宅設備機器・介護商品等の

販売 

繊維製品の製造・販売 

保険仲立人業 

輸入食品の販売 

粗飼料の輸入・販売 

総合包装用品の製造・販売 

保険仲立人業 

緑豆の選別加工 

 

食料品の製造・販売 

野菜種子の販売 

農産品の販売 

 

農産品の加工・販売 

ウーロン茶の製造・販売 

石材の加工・販売 

生活産業・資材本部 
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主
要
連
結
子
会
社
お
よ
び
関
連
会
社
 

（2005年3月31日現在） 

主要連結子会社および関連会社 

To y o t a  T s u s h o

会社名 

 

豊通物流株式会社 

豊通ビジネスサービス株式会社 

Fong Yu Investment Co., Ltd. 

P.T.Toyota Tsusho Logistic Center 

株式会社トーメン 

中央精機株式会社 

Tianjin Fengtian International Logistics Co., Ltd. 

Central Motor Wheel of America, Inc.

所在国 

 

日本 

日本 

台湾 

インドネシア 

日本 

日本 

中国 

アメリカ 

出資比率（％） 

 

100.00  

100.00  

90.00  

92.00  

20.15  

14.71  

38.00  

40.92 

事業内容 

 

保管・物流業 

ファクタリング、経理業務の請負 

事業投資 

保管・物流業 

商社 

自動車用タイヤホイールの製造・販売 

保管・物流業 

自動車用タイヤホイールの製造・販売 

コーポレート本部 



この冊子は、古紙配合率１００％再生紙に、環境に配慮した植物性大豆油インキを使用し、 
有害な廃液が出ない“水なし方式”で印刷しています。 

アニュアルレポートの内容に関するお問い合わせ、補足情報をご希望の方は下記までご連絡ください。 

〒103-8655 

東京都中央区日本橋二丁目14番9号（豊田通商ビル）　豊田通商株式会社　広報・ＩＲ室 

電話 （03）3242-8198　　ファクシミリ （03）3242-8695 

メールアドレス　TTC_IR@gw.toyotsu.co.jp　　　　　投資家向けホームページ　http://www.toyotsu.co.jp/ir/
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